


 

序   文 

 

ウズベキスタン国の国土の約 20％を占める山岳地帯においては、従来から春の融雪期に

地すべりが多発し、その地域に住む人々の安全や財産、そして地域の社会・経済を支える

公共インフラを脅かしています。ウズベキスタン国政府は、地すべりの被害を軽減するた

め警戒・避難体制を構築しましたが、地すべり動態の計測や被害予測の技術が不足してお

り、適時・適切な対策を取ることが困難であることから、我が国に対し地すべりモニタリ

ング技術向上のための技術協力を要請しました。 

 

日本国政府は、ウズベキスタン国政府の要請に基づき、地すべりモニタリング技術向上

支援プロジェクトに係わる事前調査を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構

がこの調査を実施いたしました。 

 

当機構は、平成 19 年 2 月から 3月まで、当機構ウズベキスタン事務所長の西宮宜昭を団

長とする事前調査団を現地に派遣いたしました。調査団は、ウズベキスタン国政府関係者

とプロジェクトの枠組みについて協議を行うとともに、プロジェクト対象地域における現

地調査を実施し、帰国後の国内作業を経て、調査結果を当機構に報告しました。当機構は

調査結果を基に協力内容に関する検討を重ねるとともに、ウズベキスタン事務所を通じて

ウズベキスタン国政府関係者と協議し、協力内容に関する合意事項を討議議事録（Record of 

Discussions）に取り纏め、先方政府関係者と署名しました。この報告書は、事前調査の結

果、及び討議議事録への署名がなされるまでの検討・協議の過程を取り纏めたものです。 

 

この報告書が、本プロジェクトの推進に寄与するとともに、両国の友好・親善の一層の

発展に役立つことを願うものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 19 年 8 月 

 

 

 独立行政法人 国際協力機構 

 地球環境部長 伊藤 隆文 
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第１章  事前調査の概要 

 

１－１ 要請の背景 

ウズベキスタン国（人口約 2660 万人）は、中央アジアの地すべり多発地帯に位置し、山

岳地帯が国土の 20%（90,000 K ㎡）を占め、そこに 300 万人の人々が居住している。この

山岳地帯の 15,000 から 17,000K ㎡が地すべり災害危険地域とされ、同地すべり災害危険地

域には 500 以上の村落、152 もの保養施設、200 以上の道路や水路、22 以上の鉱山や水資源

施設が存在している。同国では毎年 100 から 300 カ所で地すべりが生じていると言われて

いる。地すべり危険地域の多い、タシケント、サマルカンド、カシカダリヤ、スルハンダ

リヤ、フェルガナの各州では、集落、貯水池、炭鉱、道路、水路、その他の施設が地すべ

りのリスクに晒されており、ひとたび地すべりが発生すれば、社会的・経済的に甚大な被

害が生じる。こうしたことから、1994 年にウズベキスタン政府は土砂災害（地すべり、土

石流、落石、崩壊等）をモニタリングするために国家モニタリング・サ－ビスを組織し、

現在、全国で 700 から 800 カ所の地すべり地でモニタリングを実施している。特に融雪に

よって地すべりが多発する春季には、山岳地域の市民安全やインフラ管理に関係する機関

に対し、地すべりの状況について情報を提供してきたが、地すべりのモニタリング、挙動

解析、危険度評価の技術が不足しており、適時・適切な地すべり災害対策を講じるうえで

の障害となっている。 

かかる背景の下、ウズベキスタン政府は我が国に対して地すべりモニタリング、及び挙

動解析・危険度評価技術の向上のための技術協力プロジェクトを要請した。 

 

１－２ 調査の目的 

本調査は、ウズベキスタン政府からの技術協力要請に基づき、現地踏査及び先方実施機

関、関連機関との会合を通じて現地情報を収集し、プロジェクトの計画を策定するととも

に、JICA 事業評価ガイドラインに基づくプロジェクトの事前評価を行うことを目的として

実施した。 

 

１－３ 調査・協議結果概要 

ウズベキスタンの山岳地帯には、地すべりの危険を伴う不安定な斜面が至るところに存

在する。特に、春の融雪期には、融雪水が土壌中の水分を高め、地すべりの危険性が高ま

る。地すべりモニタリングは、国家土砂災害モニタリング・サービス（State Monitoring 

Service for Hazardous Geological Process：以下、SMS）が実施している。災害の危険が

予測された場合、SMS は非常事態省に報告する。非常事態省は報告を受けて対応を検討し、

中央及び地方の関係機関に指示して住民の一時避難や居住地移転などの措置を取る。地す

べりが施設や建物に影響を与える可能性がある場合は、SMS がそれら施設・建物の管理責任

機関に通報し、管理責任機関が必要な対策を取る。このシステムは人的被害軽減という側

面においては有効に機能しており、地すべりが頻発しているにも関わらず、人的被害が比

較的少なく抑えられている。ただし、地すべり危険度評価の精度が低いため、避難や居住
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地移転の措置を取ったにもかかわらず地すべりが発生しなかったケースが少なからずあり、

住民生活に支障を来たす結果となっている。 

SMS は、地すべりの兆候が見られる斜面を、目視による観察と GPS や伸縮計などを用いた

地すべり土塊の表層部移動距離測定によってモニタリングしている。しかしながら、伸縮

計の設置箇所が少なく計器の測定可能距離が極めて短いこと、また GPS による時間的に不

連続な地すべり土塊の動態把握に頼っていることから、地表部の動きを的確に把握できて

いない。また、日本では一般的におこなわれているボーリング調査によるすべり面の特定、

地質調査、ボーリング孔を利用した地下水位、間隙水圧や地中の土塊の動きのモニタリン

グなどがほとんどおこなわれていないため、地すべり土塊の地中の挙動が把握できていな

い。したがって、地すべり土塊の挙動の把握と、地すべり発生の予知・予測を含む危険度

評価が的確になされていない。 

このような状況から、同国の地すべりモニタリング技術の向上と、地すべり危険度評価

の精度向上に協力し、より効率的・効果的な地すべり対策を可能にすることは、必要性が

高く、意義が大きいと判断された。 

かかる認識に立ち、事前調査団はウズベキスタン側関係機関との協議を通じ、協力の枠

組みを検討し、JICA とウズベキスタン側関係機関が共同で実施する技術協力プロジェクト

の基本計画案として取りまとめた。さらに、同プロジェクトの開始に向けて日本側、ウズ

ベキスタン側が取るべき措置、プロジェクト開始までのスケジュールについてウズベキス

タン側と確認した。これらの協議結果を、双方の合意事項としてミニッツ（M/M）に取りま

とめ、署名をおこなった。 
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第２章 協力対象課題の現状 

 

２－１ 地すべりの発生・被害の状況 

（１）地すべりの発生・被害の概況 

SMS は、過去の地すべり被害について、同機関が設立された 1994 年からのデータを統

計資料として取りまとめている。表 2-1-1 に地すべりが多発する 6 つの州における州ご

との地すべり被害状況を示す。これによると、首都タシケント市が所在するタシケント

州の被害が最も大きいことが分かる。 

 

表 2-1-1 1994 から 2006 年の地すべりによる被害 

州 

経済的被害の種類 単位 

タ
シ
ケ
ン
ト 

サ
マ
ル
カ
ン
ド 

カ
シ
カ
ダ
リ
ヤ 

ス
ル
ハ
ン
ダ
リ 

ア
ン
デ
ィ
ジ
ャ
ン 

ナ
マ
ン
ガ
ン 

住宅全壊 住宅数 29 2 10 20 - -

農業施設の損壊 施設数 76 9 7 64 - 2

公共施設・設備損壊 施設数 3 - 4 2 1 -

保養施設損壊 施設数 15 - - - - -

道路被害 

a)閉塞 

b)損壊 

 

m 

m 

3826

2289

613

7

3065

1657

 

1982 

952 

 

360 

10 

104

55

鉄道損壊 m 205 - - - - -

橋梁損壊 橋梁数 6 1 - - - -

水路、灌漑水路損壊 m 471 - 175 103 130 10

石油パイプ、水道管、ガス管損壊 m 999 - 370 - 3 -

送電塔損壊 塔数 38 - 8 2 - -

電柱破損 電柱数 9 - 17 - - -

ポンプステーション損壊 施設数 - - 1 3 - -

土石流ダム損壊 施設数 120 - - - - -

 

表 2-1-2 に死者を出した近年の土砂災害を示す。2000 年以降土砂災害による死者はな

い（一部警報を無視して魚釣りにはいった人が土石流に遭って亡くなったが、これは「警

報の無視」という理由で、事故として処理されているとのことである）。 

この中で 1991 年に 56 名の死者をだしたジギリスタン地すべり（後述の踏査概況に地

すべり概況を示す）と 1998 年のシャヒマルダン氷河湖決壊により 116 名の死者をだした

鉄砲水の 2つの災害が、災害に携わる関係職員の話で度々言及された。 

56 名の死者を出したジギリスタン地すべりの後、1993 年に 4件、1994 年に 3件の死者

の発生を伴う地すべり災害が続いた。これらの地すべりによる被害を重視した政府は、
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閣僚会議令によって 1994 年に SMS を Uzbekhydrogeology （国家水文地質公社）の下に設

置した。 

氷河湖決壊の災害は、山岳地方の氷河が溶け出し湖を形成していた地域で、異常な氷

河の融解による湖の決壊によって発生した。それ以前から大統領令に基づいて、緊急事

態の体制整備や非常事態省の設立がすすめられていたが、この災害を契機に気象庁によ

る融雪期の氷河のモニタリングと警戒・避難警報の体制が加えられた。 

従って、これら 2 つの災害は、ウズベキスタン政府が災害モニタリングと災害対応体

制の整備を進める契機となった災害と位置づけられる。そしてモニタリング、警報、避

難、居住地移転を実施する体制が整ってきたことが、2000 年以降、土砂災害による死亡

者がないという結果に寄与していると考えられる。 

 

表 2-1-2 死亡者を出した土砂災害 

    発生地名 災害種 土砂量 死者数 

 年 月 日   （百万㎥） 人 

1 1960     Chaulisay Landslide 0.2 30 

2 1961 3 14 Khodjikent Landslide 0.1 12 

3 1969 4 25 Khodjikent Landslide 0.3 2 

4 1991 5 4 Djighiristan Landslide 0.17 56 

5 1992     Nondek Landslide 0.6 1 

6 1993 3 11 Aktah Landslide 0.1 5 

7 1993 3 13 Guss Landslide 0.3 1 

8 1993 2 7 Kosagor Landslide 0.1 2 

9 1993 7 11 Djauz Landslide 0.7 5 

10 1994 3 12 Gushsay Landslide 0.3 5 

11 1994 3 29 Karakishlak Landslide 0.4 3 

12 1994 4 23 Tokberdy Landslide 0.1 2 

13 1997 2 12 Kamchik Avalanche 0.1 2 

14 1998 11   Kamchik Avalanche 0.1 4 

15 1998 7 7 Shahimardan Flush flood   116 

16 1999 11 21 Kamchik Avalanche 1.5 29 

  
（２）踏査地の地すべり概況 

ウズベキスタンにおける地すべりの特徴、種類を示すため、事前調査で踏査した地す

べり地の概況を、以下に記述する。 

現地踏査地は、SMS のバスタンリーク（Bostanlyk）地域観測所管内とアングレン

（Angren）地域観測所管内の地すべりである。ここではそれぞれの管内の代表的な地す

べり、及びプロジェクトでモニタリングを実施する候補地として名前が上げられた地す

べり地の概況を示す。それぞれの地すべり地の位置番号は、本報告書冒頭の「調査対象

地域位置図」中に記載の番号と照合されたい。 

 

ア．バスタンリーク地域観測所管内 

（ア）アルﾄゥンベリ（位置番号①） 
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アルﾄゥンベリ地すべりは、パルケント市（タシケント市から北東へ 30 km）から東

北東へ 13km の地点（41°19’2”N、69°50’9”E ）で、地すべりはパルケット川左

岸側、幅約 700m、長さ 250m にわたる。地域の地質は新第三紀砂泥岩層を基岩として、

上部に黄土（Loess）が 10～12m の厚さで堆積している。新第三紀砂泥岩層は、地すべ

り斜面傾斜とほぼ同方向（北西方向）に 12 度の傾斜をしているとのことである。 

2006 年 5 月、シムケント地区を震源とする地震（震度は弱いが長く続いたという）

に誘発されて、地震直後にすべり始めた。最初の 3日間は一日約 3m 動き（平行移動距

離）、その後 15 日間ほど、1日 1.5～2m の活発な移動が見られたという。 

地すべり地は古い地すべりの地形をなし、古代にその地すべりの土塊が川に押し出

し、その流れを大きく変えたと推定されている。冠頭部の亀裂は、落差 12.5m、開口

2.5m、地内に無数の亀裂が斜面の上から下にかけて見られる。 

HYDROENGEO（水文・地質工学研究所）では、地すべりを縦断面方向に上、中、下の

３つの移動ブロックに分け、平均約 40～50m の深さの古い地すべりが地震によって再

度滑動したものと考えている。しかし、この地域の黄土層の平均層厚が 10m 程度あり、

そしておびただしい地表面での亀裂や小崩壊が見られることから、第三紀層にのった

黄土層の浅いすべりの可能性も検討される必要がある。 

地すべり地の末端はパルケント川に接しており、融雪や雨季の増水時期に地すべり

が滑動して地すべり土塊が河道に侵入し、地すべり土塊の大部分が黄土層であること

から河道内で泥流化して、下流のパルケント市に被害が及ぶ可能性がある。これら地

すべりの機構や被害地域の想定は、ボーリング調査、その後の地すべり観測によって

判断することが必要である。しかしながら、SMS が現在おこなっている調査は、GPS に

よる地すべり地表層の定点の移動量測定のみである。 

 

（イ）テクスティルシク（位置番号②） 

中生代砂頁、石灰岩の基岩の中にすべり面を形成し、長さ 2,400m（すべり面長 1.5km）、

幅 900m、すべり面までの深さ 22～24m、土塊の規模 2200 万㎥に及ぶ。 

地すべりは 1954 年に冠頭部の滑落崖を発生させ、その後大きな変動を 1961、1971、

1991、1994 年および 2003 年に観測している。当初、滑落崖の開口は 20cm 程度だった

が、今は 20m 以上になっている。 

1979 年まで斜面下部で活発に活動していたが、徐々に上部の動きが活発になってき

た。現在は、中部のブロックの動きが最も活発で、上部のブロックがそれに次いで活

発である。 

地すべり地内を横断する形で 2 つの断層が通っており、その断層を境にブロック化

している。 

冠頭部直下とその下のブロックの頭部に陥没帯が形成され、そこに湧水、湛水が見

られる。側壁部の湧水は、通常 0.2 リットル／秒、春の湧水期および降雨の多い時期

には 3 リットル／秒まで上昇する。冠頭部陥没帯は、この 5 年間で 7m 下がっている。 

ソ連時代の 1980 年代にボーリング調査を 5 カ所で行っており、現在は 29 カ所以上

の測点で GPS 観測が行われている。20 年以上前には縦型のワイヤー伸縮計を設置して

いたが、今はない。 
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（ウ）ハッジケント（位置番号④） 

鉄道駅の裏側斜面にある黄土（Loess）の崩壊性地すべり。1961 年発生と 1969 年発

生の 2つの地すべりが並んでいる。崩落した黄土は泥流化した状態で流れた。 

滑落崖の高さは、それぞれ 12m、18m、深さは両者とも 3～4m である。滑落崖の上方

には５、６年前から亀裂が発生している。 

危険カテゴリーの４番目（直接居住地に危険の及ぶランク）として指定されている。 

 

（エ）ミンチクル（位置番号⑤） 

貯水池の左岸側に位置する。1986 年の乾季に、水位が平常時よりも 70m 程度下がっ

たときに発生した。現在も水位が平常時より 40m 以上下がると動き出すことが知られ

ている。 

貯水池は綿花の灌漑用水として使われるため、8月に最も水位が下がる。 

 

（オ）ガリバッサイ-チムカンド道路 6km 地点（整理番号⑧） 

タシケントとチムカントを結ぶ国道の側面に発生している地すべりである。この道

路沿いではこの地すべり地を含めて 7、8カ所観測を行っている。地すべりの規模は幅

300m、長さ 350m、土砂の規模 64,000 ㎥。 

1963 年に滑動が始まり、現在も進行中で、道路から見える崩壊滑落崖上方に亀裂が

あり、地すべり末端部は道路下方の河床にまで及んでいる。 

モニタリングは設置した伸縮計を用いて通常月に 1 回、大雨・融雪期はより頻繁に

計測する。以前はセオドライトで変位量の観測をしていた。観測の結果、動きが大き

くなれば、地区に警報を出し、もし土砂が道路を埋めるような危険があれば警報が出

され、道路を止める等の処置が行われる。 

この道路沿いにある地すべりでは、伸縮計を１地すべりサイトにつき２、３基設置

し観測している。 

 

（カ）ウチテレック（ガリバッサイ-チムカンド道路 14km：位置番号⑩） 

タシケントとチムカントを結ぶ国道を挟んで発生した地すべり（14km 地点）。地すべ

り地内は長さ 1,000m、幅 1,000m、黄土(Loess) が層厚 30m と深い区域で、黄土が主な

移動土砂と考えられている。おおまかに上中下の３ブロックに分かれるが、各ブロッ

クがさらに複数の小ブロック化している。斜面上部は垂直方向の変位、下部は水平方

向の変位が発生している。国道より斜面上側に古い地すべりの滑落崖があり、1969 年

以降新たに活動をはじめ、川沿いのブロックが大きく崩落した。その後、1993 年、1994

年、2005 年に繰り返し大きく変動している。 

1993 年の滑動時に、地すべり地内の民家２～3 軒に亀裂が入った。一軒は完全に移

転し、他は補修して使っている。2005 年に国道に亀裂が発生した。その際も 2～3軒に

一時避難命令を出し、5～6ヵ月後に戻った。 

1986 年から観測しており、GPS 測量は 2003 年から行っている。地すべり地内には約

50 戸の民家がある。 
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イ．アングレン地域観測所管内 

（ア）グッサイ川沿いの黄土（Loess）地すべり（位置番号⑪） 

基岩である中生代砂泥岩石灰岩とその上に堆積する黄土（Loess）との層界から、黄

土が滑り落ちる。グッサイ川左岸側の斜面においてのみこの地すべりが発生している。

亀裂は初生のものも対岸から確認できる。特に積雪期には植生に覆われることがない

ため明瞭に確認できる。発生後約３年以降の融雪期に、金鉱山の発破による振動（微

細かつ現地では無感）によって、土砂が崩落してくるとのことである。 

カラキシュック地区では今まで合計 5 回地すべりが発生し、1994 年には 2 件発生し

た。3 月 29 日発生のものは 40 万㎥で 1,500ｍ流下、4 月 10 日発生のものは 80 万㎥で

1,700ｍ流下した。またその後 2004 年 1 月 31 日にはそれらの左側の地すべり（10 万㎥）

が崩落し 750ｍ流下した。地すべり土塊は川を越え 30m の比高をこえて対岸の民家にま

で達し、3名が亡くなった。現在も左側の上方に亀裂がみられ、拡大する可能性がある。 

流下してくる土塊は、側方にぶつかり、途中で４°ほど方向を変えて下流側の民家

に押し寄せた。4 月 10 日のものは上流側にさかのぼって上流の民家方向へ向かった。

説明では方向を変えるたびに速度を増すので、どちらの方向へどれだけ土砂が進むの

か、予測するのは非常に困難とのことだった。 

土塊の含水率は 22～23％で流下直後においても崩落跡に湧水はまったく見られなか

ったという。住民の話では、落下した土塊は家まで到達しなかったが、その衝撃の風

によって壁などが飛ばされた。 

1994 年以降住民移転を進めており、居住を禁止しているが、現在も 1 人居住してい

る。このような非常事態にあたっては、SMS、HYDROENGEO、非常事態省などが委員会を

組織し、対応策の提案書が作成される。委員会は州単位でつくられる。 

 

（イ）アーチンスク地すべり（位置番号⑫） 

鉱山の露天掘りと地下での石炭ガス化事業の影響で、1972 年に鉱山の南側に発生し

た。地下 140m～180ｍのところにガス化ステーションがある。長さ 3.5km、幅 50～150m、

平均深 100m。土塊の規模は 8億㎥に達する。 

このため川の流路をかえ、35,000 軒の家屋を移転させ、11,000 万㎥の盛土を対策と

して行った。1990 年に実施した対策の盛土工事が完了し、3mm/日から 0.6mm/日に地す

べりの移動速度が落ちた。 

ソ連時代に、調査ボーリングが 60 カ所行われた。その結果すべり層の上側を判断で

きた。その後ウズベキスタン、チェコの専門家などが協力して、地すべりの動きの観

測から、間隙水圧、移動量、すべり層の厚さを調べた。対策工事後 17 年経過し、現在

動きは 0.02mm/日まで落ちた。現在も石炭採掘、ガス化事業は続けられており、毎年状

況は複雑化している。 

1997 年に開かれた地質会議で、今世紀最大の象徴的な地すべり対策事業として表彰

された。この巨大な土塊の動きを止めるための調査、盛土対策工事、そのマネージメ

ントが高く評価された。 
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（ウ）ジギリスタン地すべり（位置番号⑬） 

基岩は中生代砂礫岩だが、斜面では風化が著しく、礫混じり土状の強風化層が厚く

堆積している。崩落は 1991 年 5 月 4日に発生、8軒の家屋を直撃し、56 名が亡くなっ

た。1958 年に上流の土塊が崩落し、それにともなって亀裂が発生していた。その後政

府は住民を避難させるべきであったが、強制力が弱く果たせなかった。 

斜面上方の重量を軽減する排土用のブルドーザー2 台が斜面中ほどの地すべり下方

部を走行中、その振動で崩落が始まったという。 

山で働いていた女性が気づいて知らせに走ったが、避難は間に合わなかった。土砂

の含水率 20～23％、土量は 20 万㎥、流下土砂は非常に早く対岸まで到達した。崩落土

砂は 3、4cm に砕かれて、粘性があったが泥流ではなくその上をあるくと「トランポリ

ンのような感じ」であったと表現されている。排土工事用のブルドーザーの道を地す

べり斜面下に作る前から、クラックはあった。下方の集落には 2,000 名が住んでいる。 

 

（エ）ビエルフニェトゥルスキー（位置番号⑮） 

アングレンダム上流の貯水池左岸側の斜面に発達した地すべり。地すべりの範囲は

下流側がダム堤体近くまで及んでおり、上流側は取水口トンネルにかかっている。幅

1,200m、長さ 500m、土砂の規模 2,000 万㎥。地すべりは多数にブロック化している。 

入念なモニタリングが 25 年間行われており、その間の累積移動量は 30m 以上ある。

春の移動速度が大きく、前出のバスタンリーク地域観測所管轄のミンチクルとは逆に、

ここでは水位が上がると地すべりの移動量が大きくなり、高い水位が 1.5 ヶ月間続く

と危険になる。そのため 1 ヶ月以上高水位が続かないようなレギュレーションがつく

られ、水位が長く高水位に保たれ続けている際には警告がだされる。灌漑は夏、6月～

8月に綿花栽培のために用いられる。綿花の散水は年 6回夏におこなわれる。 

現在上流側のブロックがより活発に動いており、そこにはダムの取水口のトンネル

がある。すべり面は中生代基岩の中にあり、すべり面傾斜は 5～10°で、ゆっくりした

動きである。 

最悪のシナリオは、地すべり土塊が貯水池に落下し、あふれ出した水がダムの提体

を越流して下流側の炭鉱およびさらに下流のアングレンの町を襲うことである。また

ダムからの唯一の排水口である取水口のトンネルが壊されると、水位が急激に上昇し

て提体越流の危険があるため、現在、新たな取水水路を建設中である。 

ダムは 1970 年に完成したが、その前から地すべりはあった。しかし小規模なもので、

ダムが建設されて拡大した。 

 

（オ）ベドレンゲット（位置番号⑯） 

小渓流の谷の出口にあたる左岸斜面に発生した地すべり。斜面の対岸、並びに渓流

の下流に 10 戸程度の集落がある。1994 年に崩落し、現在モニタリングを継続している

亀裂が発生した。その後伸縮計による観測を継続中で、年間 15～20mm（主に 3 月から

5月の間）の変動がある。 

基岩は中生代砂岩、石灰岩で、その上のローム（黄土ではない）が移動層となって

いる。層厚は 10m 程度と想定されている。 
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地すべり斜面の対岸に 3 軒民家があるが、そこまで到達するかどうか、判断が非常

に難しく、崩落の方向と、崩落した場合に対岸をどの程度の高さと距離まで土砂が到

達するのかを見極めたいというのが、SMS の意向である。現在その 3軒には、地すべり

災害の危険地域内にあることを告げている。降雨、あるいは伸縮計観測結果に応じて、

避難警告を出している。 

 

２－２ 地すべりモニタリング及び対策の現状 

（１）ウズベキスタンにおける地すべりの定義、分類、特性 

ウズベキスタンの山地における地質概略は、中生代白亜紀から古第三期の砂泥礫岩と

石灰岩、新第三紀砂泥岩及び古生代変成岩を基盤としており、その上を第四紀以来、数 m

から 10 数 m の厚さに風成堆積した黄土（Loess）層が覆っている地域が多く見受けられ

る。また所々、中生代に花崗岩、花崗閃緑岩の貫入を受けている。 

HYDROENGEO ではウズベキスタンの地すべりのタイプを以下に示すように、地すべりの

変位と移動のメカニズムから、すべり型と流動型及びその複合または移行型の 3 つのタ

イプに分けている。また地すべりが初生か再滑動であるかの分類、および移動土塊の地

質構成による分類も行っている。 

地すべりの移動メカニズムからの分類 

 

（ア）すべり型地すべり 

すべり型地すべりは、土塊の移動が緩慢で、移動距離も大きくない。また進行期間

が長く、運動期間と不動期間の境が明瞭でない。この地すべりの移動の形態をブロッ

ク型、沈下型（地すべりブロック上部の移動形態：沈下現象）、押し出し型（末端部の

移動形態：押し出し現象）に分けて説明している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

黄土層のブロック型地すべりは、白亜紀、古第三紀の砂質泥岩と古生代の変成岩の

基岩に沿ってその上に堆積した黄土層が移動する。基岩の形状が断層や隆起によって

連続した階段状になっており、その形状に従う垂直・水平方向への移動の複合的な運

動により、沈下、圧縮、伸張、せん断がおこなわれ、地すべり地内に一連の亀裂を形

成する。地下水は破砕帯内を移動し、白亜紀・古第三紀の砂質泥岩層や他の岩盤と黄

土層の接触面のやや深い位置に滞留する。地下水位は斜面の中央部、下部で地表面に

基岩形状が

階段形 

図 2-2-1 すべり型地すべり、ブロック型 
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達し湧水が現れる。 

また沈下型とは、地すべり上部で断層等により滑落亀裂から深部にまで達する破砕

によって土塊や岩体が沈下陥没する現象である。その沈下によって土塊が平らで整合

な砂質泥岩等の層理にそって下方へ押し出される。押し出された土塊は地すべり下方

で、背斜等による基岩の盛り上がりがあればそこで押し上げられて隆起する末端部の

押し出し現象が起こる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）流動型地すべり 

流動型地すべりは、土塊がある量以上の水分を含み、粘性可塑あるいは粘性液状の

流動性の高い地すべり塊として移動する。進行期間が非常に短く、移動速度が速くそ

して移動距離が大きいため、最も危険な地すべりとされている。 

流動型地すべりは、異常降雨量、地下水位の急激な上昇が原因で発生する。形成さ

れる時期は春季のみで、移動時間は数分から数時間である。 

斜面の地質浸透構造と地表の地形によりいくつかの形態に分かれるが、地表面での

移動が行われるときにエネルギーが増大することが特徴的であり、移動が進むにつれ

力と速度を増す。流動型地すべりの中には、その増大したエネルギーにより、地形的

妨害物を乗り越え、流下斜面対岸のかなり高い位置にまで達するものもある。対岸に

衝突すると土塊は破砕され元の構造が失われ、更なる水の影響がない場合でも、泥流

となって谷川を流下する。 

古生代の風化石灰岩と風化花崗閃緑岩、白亜・古第三紀の砂質泥岩等が不整合に交

差する場所、層理など基岩の風化作用が斜面表面の傾斜に沿っている斜面（流盤斜面

等）などで広く形成される。 

 

（ウ）複合型・移行型地すべり 

地質構造が単一でない斜面で、様々な発生源を持つ複数の地すべりが同時に起こる

か、あるタイプの地すべりが長期に亘る移動プロセス中に、他のタイプに移行するも

のである。黄土や泥岩におけるブロック型地すべりにおいて、複数ブロックや土塊の

一部や表面が、移動中に流動化する場合はこれに当たる。また古い地すべりと新しい

沈下 

背斜等による基岩の盛り上がり 

押し出しによる 

盛り上がり 

図 2-2-2 すべり型地すべり、上部の沈下、下部の押し出し 
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地すべりの境界面で、小型であるが高速の二次地すべりが発生する場合もこの複合

型・移行型地すべりに当てはまる。 

複合型・移行型地すべり発生の地域的地質条件は、ブロック型地すべりの場合に近

いが、発生規模と、進行メカニズム、侵食基準面の違い等で異なっている。 

 

ア．初生地すべりと再滑動地すべり 

山岳地帯では、移動土塊が初生移動する新しい地すべりと再発性移動を伴う古い地す

べりが同時に進行している。新たな地すべりは、しばしば古い時代の半円/馬蹄形地形

（Circus）との境界上に形成される。このように、多くの場合、発生地における過去の

地すべりプロセスと新たな地すべりの発生には大きな関連が見られる。 

地すべりプロセスの形成は、法則性を持った自然の地形形成作用であるため、地すべ

りサイトの活発性と安定性評価の項目として、初生地すべりか再活動地すべりかを明記

することが重要である。 

 

イ．移動土塊の地質構成による分類 

斜面の地質構造学的、地質工学的条件により、巨大地すべりの移動塊の構成は基本的

に以下の３グループに分けられる。 

１）様々な地質構造学的条件における第三紀の砂質・泥質層、白亜紀及び古生代形成物

の風化表面との境界面における黄土の移動 

２）中生代の砂質・泥質の薄層と古生代の砂質頁岩層上の黄土と砂岩、シルト岩、石灰

岩他の岩盤の移動 

３）砂質・泥質層、石灰層、中生代白亜紀の礫岩の泥質岩上の移動 

主な地すべり塊は泥岩の粘土に沿って移動するが、これは風化泥岩を起源とする粘土

に水が浸透する砂質及び砂礫層が存在することに関係がある。集中豪雨の期間、地下水

位は上昇し、同時に砂質層及び砂礫層の水分の浸透が早まり、地下における浸食プロセ

スが起こる。粘土粒子はゆっくりと液状化し、粘性が弱まり液体特性を得て、砂岩層、

砂礫層に浸透する。このプロセスが強まるにつれ、より多くの粘土が液状化し、さらに

プロセスが強まり、斜面の安定が失われ、地すべり発生に繋がる。 

 

ウ．地すべり形成の原因 

地すべりの発生においては、まず第一に斜面の含水、力学的影響及び人為的活動の影

響と関係している飽和過程が発生する。斜面の飽和過程は、融雪の進行や集中豪雨によ

り、斜面土層の浸潤あるいは浸潤・浸透による飽和が発生する。 

地すべり形成の主な自然の原因は以下の通りである。 

－非常に厚い黄土層地域で、春季に融雪と降雨が同時に起こる時。 

－集中豪雨、長雨が斜面の地表面から基盤深部まで浸透する時。 

－集中豪雨の時期に地下水位が上昇し、一時的な湧水孔の数が増加する時。 

－恒常的あるいは一時的な帯水層が存在するゾーンにおいて流体静力学的、流体動
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力学的圧力が増大する時。 

－古い時代に発生した大規模な地震により形成された地すべり地において、現在も

変位が継続して発生している場合。 

－近年の地震により地下水の水みちが変化し、それが斜面における新たな地すべり

発生の原因となっている場合。 

人為的活動による原因には以下のものがある。 

－傾斜が大きく標高の高い斜面での山岳道路建設、地下水が地表面に達する地点（湧

水点）の閉塞、表流水の浸透防止（表面排水路）の欠如 

－山麓部での灌漑用水路建設と集中的な灌漑 

－岩盤の振動を生じさせる様々な作業、発破作業、道路交通量増大、強度の振動を

引き起こす機械による作業 

－鉱物等の採掘に伴う地下空間の形成、石炭のガス化事業に伴う地下空間の高圧と

ガス充満、排水の漏れと地下への浸透 

－山岳部の貯水池における長期に亘る高水位、貯水池の深い位置での排水その他 

－河川における表流水量の増加作用による斜面基盤の侵食 

地すべり土塊の規模は、過去の地すべり規模の統計から以下のようになっている。 

１）１万㎥以下    ― ７５．０％ 

２）１－５０万㎥   ― ２１．０％ 

３）５０－１００万㎥ ―  ３．６％ 

４）１００万㎥以上  ―  ０．４％ 

 

（２）地すべりモニタリングの現状と課題 

ア．地すべりモニタリングの方法 

ウズベキスタンにおける地すべりのモニタリングは、次の４つのプロセスに分けて、

国家地質・鉱物資源委員会に属する SMS と HYDROENGEO の２つの組織が責務を果たしてい

る（組織図参照）。 

 

１）監視----地すべりを発見し、地表面、地下の状況を観測する。 

２）評価----地すべりが、どの程度の危険性を有するかを評価する。 

３）コントロール-----地すべりの危険性に応じた行動基準とその判断指標を整備し、

指標に関する地すべり観測を行う。 

４）警告----危険を示す観測指標データが得られた際、行動を呼びかける警告を出す。 

 

SMS はこのモニタリング体制の中心的な役割を果たし、HYDROENGEO は、監視情報や計

測データを分析して、地すべりの危険性の評価を行う、危険指標を構築する、あるいは

新たなモニタリング方法の研究・適用を行うなどの役割を担っている。また、地すべり

によってインフラがリスクに晒されており、対策工事が必要な場合、対策を講じる責任

を負う当該インフラの管理責任者（例えば、鉄道公団、道路公団など）に対し、対策工
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や実施計画の提案も行っている。 

 

図 2-2-3 通常のモニタリング情報・対応指示の流れ 

監視は２つの方法で行われている。ひとつは面的に広く巡回して、危険な斜面を見つ

け出すこと、もうひとつは危険が認められた斜面における計測と監視である。これらの

監視作業は、SMS の各地域観測所に所属する監視員、あるいはその下部の監視ポストに勤

務する監視員によって行われる。巡回は車両、徒歩、馬で行われている。 

監視員によって得られた情報は、監視ポストから無線で毎日地域観測所に報告され、

その１日の情報が SMS のタシケント本部に送られる。SMS の中央司令室に毎夕モニタリン

グの詳細な情報が伝達され、毎朝の会議でそのデータをもとに地すべりや土砂災害の危

険のある区域とそれに対する対応活動が検討され、その後の判断が下される。それらの

結果はほぼ 15 日ごとに更新され、報告書にまとめられている。この報告書は、国家地質・

鉱物資源委員会を通じて、非常事態省へ提出される。 

この報告書をもとに、非常事態省が避難などの対応行動を調整する。この非常事態省

の調整の下、地方自治体と自治組織の責任で避難などの対応行動が進められる。 

特に危険な事態については、SMS が非常事態省を始め関係各省庁に即時に報告を行なっ

ている。緊急対応を要する危険が発見された場合、発見者である監視員（SMS 職員）は、

地域観測所に帰って、３人の技師に連絡する。この３名は、警報や避難の指示書を書く

権限を与えられている。彼らによって現場が確認された後、彼らが指示書を書き、その

後非常事態省の地方出先職員に連絡して指示書を渡す。同時に SMS 本部に電話、FAX で連

絡し、SMS 本部から非常事態省の中央本部に電話、FAX で連絡が行く。非常事態省は SMS

の指示書の情報に基づき、対策を行う自治体を通じて住民に知らせる。この新たな危険

情報は、上記の 15 日ごとに更新される報告書に反映される。 
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図 2-2-4 緊急時のモニタリング情報・対応指示の流れ 

表 2-2-1 地すべりモニタリングにおける役割分担 

組織 役割 

非常事態省  中央レベルでコーディネータとしての役割を果たす（重要事項について
協議、決定、指示）。 
地方レベルでは各州に省の出先機関があり同様な役割を果たしている。

国家地質・
鉱物資源委
員会 

SMS、HYDROENGEO の
上位組織 

SMS の措置（住民、関係機関への指示）を確認するとともに、非常事態
省へ報告する。 
地すべりインベントリー全国版を 15 日ごとにアップデートし、非常事
態省に提出する。                        

SMS 地域観測所及び 
監視ポストを含め
全体で職員 150 人 

地域観測所からの報告を受領する（毎夕）。 
各地の地すべりの危険性について判断する（毎朝）。 
いずれかの地すべり地が危険と判断した場合は、住民及び関係機関に対
し対応を指示するとともに（指示書を作成し関係地域観測所を通じて伝
達）、国家地質・鉱物資源委員会経由で非常事態省に報告する。 
地すべりインベントリー全国版を作成（毎日アップデート）し、国家地
質・鉱物資源委員会へ提出する。     

HYDROENGEO 職員約 110 名、 
うち 90 名が技術・
研究職員 

地すべりの危険性についての判断への助言する。 
危険性の度合いについて指標を作成する。 

地域観測所 SMS の地方出先 
機関 
 

伸縮計、GPS等による地すべりの観測を行う（状況に応じ 1回～7回/週）。
監視ポストからの報告を受領する（毎日）。 
地すべり観測情報を SMS 本部に報告する（毎日）。 
地すべりインベントリー地域版を作成する（毎日アップデート）。 

監視ポスト SMS 地域観測所に
属する監視所 

担当区域を巡視する。 
地域観測所に報告する（毎日）。 
伸縮計、GPS 等による観測を行う（状況に応じ 1回～7回/週）。 
観測結果を地域観測所に報告する（毎日）。 
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イ．地すべりの計測方法 

地すべりの観測は、鉄製伸縮計と GPS 測量による地表移動量の観測が主である。鉄製

の伸縮計は、間隔が 1～2m 程度の地すべりの亀裂をまたいで設置される。パイプにミリ･

メートル単位のメモリがつけられており、計測棹で伸縮計パイプの長さをはかる。定期

的に監視員が訪れ、前回との測定値の差から変位量を記録していく。平均週 1 回、変動

が大きいときは最高１日１回計測する。計測を行うスタッフ 1 人が担当している計器数

は 14～15、1 日 2～4 カ所を回り、地すべりサイト 1 カ所あたり平均 2～3 台の伸縮計が

設置してある。 

全国 71 の地すべりサイトで GPS による変位観測が行われている。GPS はスイス製で 3

台あり、2002 年に国家地質・鉱物資源委員会からの予算で購入された。そのうちバスタ

ンリーク地域観測所では 14 カ所のサイトで 98 の測点を観測している。１カ所 4～8の測

点、大きいところで 10 測点設けられている。観測は春の 3,4,5 月に月 1回ずつ行ってい

る。変動が大きい場合１ヶ月 3回まで行うことがある。 

 

ウ．監視重点時期 

地すべりモニタリングは、地すべりの発生が最も頻発する 3 月から 5 月の間に強化さ

れ、巡回・計測の頻度が高くなる。3 月から 5 月にかけて、融雪と雨季が重なっており、

土壌の含水量や地下水位が最も高くなる時期である。 

次のグラフは、1994 年から 2005 年までの月別地すべり発生数を示している。 

 

図 2-2-5（出典：SMS 報告書） 

エ．ハザードマップ 

ハザードマップは過去の地すべりや土砂災害の発生地域の分布図として作成され、利

用されている。縮尺は全般図で 1：100,000 から 1：2,500,000、詳細な地区図は 1：10,000

から 1：25,000 であり、地すべり、出水、土石流、雪崩により引き起こされた災害が示

されている。 
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地すべりや土砂災害の被害を受ける危険性のある地域は以下の４種類に分類されてお

り、それにしたがって色付けされている。 

１）果樹園等農地が地すべりの危険に晒されている地域 

２）施設・インフラが地すべりの危険に晒されている地域 

３）変異が起こって危険な地域 

４）地すべりから集落が直接被害を受ける地域 

ハザードマップと主要な地すべり地の概要を示した台帳が作成され、それらは各地域

観測所にも常設されており。データベース的に過去の地すべり履歴、状況を閲覧する、

あるいは危険な範囲を確認し警戒避難を行う区域を判断するために利用されている。モ

ニタリングによって新たに加えられる地すべりの危険地は、その都度更新される。住民

には自由に閲覧が許されており、それらの新しい情報も地区の長から集落の長を通じて

住民に伝えられる。また場合によっては、人を集めて説明会を開く場合もある。 

地すべりの危険性への関心も高く、通常現地に居住する人々のほうが、どこに亀裂が

あるかを熟知しているとのことである。 

 

オ．地すべりモニタリングの課題 

ウズベキスタンの地すべりのモニタリングは、SMS や HYDROENGEO の持つ能力や限られ

た機材を有効に使って、危険な地すべりや土砂災害をモニタリングし、地すべりの発生

や状況を分析し、そしてもし危険が確認された場合、警告を発する、という一連の役割

を非常に良く果たしている。その根拠として、土砂災害による死亡者が 2000 年以降ない

というデータを本章の冒頭で示した。また過去に SMS の警告によって避難した地域に、

地すべりが発生したという警告の成功例が確認された。 

しかし以下の理由から、予測の精度が低く、急に迫って来る地すべりの危険に対して

緊急避難などの対応活動が取れない、また過度に安全な対策をとりすぎ、避難の必要が

ない場合も避難をさせ、市民生活に支障を来たしているなどの課題を有している。 

  

（地すべり災害の予測精度が低い理由） 

１．地表変動の観測計器の精度が低い 

２．時間的に連続したデータが取れない 

３．地すべり地の地下情報がない 

４．降雨、地下水等の水文情報が乏しい 

 

現在の地すべりの変動量の観測は、週に 1回程度（変動が大きい地すべりでも 1日に 1

回）観測される伸縮計（最小計測単位 1mm）と、月に１回程度（変動が大きい地すべりで

も月に 3 回）定点で変位量を図る GPS 測量（精度 2mm 程度）に限られている。このレベ

ルの精度で、かつ時間的に不連続のデータでは、地すべり変動の正確な把握はできず、3

次クリープ破壊予測の手法などを用いた数日先、数時間先の崩壊時期予測はできない。 

また、地すべりのすべり面の推定は、地すべり地に設置できる小型のボーリング機械

を SMS、HYDROENGEO が所有しておらず、また地すべり地のボーリング調査を委託できる
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企業や組織もウズベキスタン国内にはないことから、ボーリングによる地すべり土塊の

コア判定が行われていない。またボーリング孔を用いた孔内傾斜計等の地中の変動を図

る手段もない。従って、すべり面の位置や地中の変動に関する情報がない状況で地すべ

り挙動の解析が行われている。 

水文・気象データについては、モニタリング対象サイトの近くに自記雨量計が設置さ

れておらず、時間的に連続した雨量強度の測定と、それに基づく斜面警戒が不可能な状

況である。また地すべり地の地下水を計測しておらず、地表に湧水口があって湧水観測

をしている一部の地すべり地を除いては、地すべりの変動と降雨・水文の関係を解析し

て、変動予測に役立てることができない状況である。 

これらの情報不足を補い、危険予測の精度を高めることによって、適時・適切な地す

べり災害の警報を出せるようにすることが、ウズベキスタンにおける地すべりモニタリ

ングの課題である。 

 

（３）地すべり対策の現状と課題 

ア．地すべり対策の現状 

（対策工法） 

日本で一般的におこなわれている地すべり対策工法のなかで、杭工、アンカー工、排

水トンネル工、集水井工などは、ウズベキスタンで導入された例が見られない。他方、

地すべり土塊末端の押え盛土、上部の排土工、擁壁、法面保護工、地表水排除工、地下

水をポンプによって揚水する地下水排除工などは行われている。 

事前調査で踏査した前述のアーチンスク地すべりでは、8億㎥規模の土塊を有する地す

べりに対して、1億 9千㎥の盛土工事が行われた（これには付近の露天掘り炭鉱から出た

大量の土砂が使われた）。この盛土工事によって、地すべりの動きを抑えることに成功

した。 

山岳地の重機を投入できない地すべり地では、不安定な頭部土塊の除去を行うために、

爆破による排土工が行われる場合がある。しかしこの工法については、爆破の振動によ

る亀裂の誘発や、より上部斜面への地すべりの拡大をもたらした事例がある。 

  

（避難と居住地の移転） 

ウズベキスタンの地すべり対策の中で特徴的なことは、人命を地すべり災害から守る

ために、土砂災害の直接的な被害が予想される人家に一時避難命令または移転命令を出

すことが、頻繁におこなわれていることである。 

一時避難では、融雪期（3月から 5月）のもっとも危険な時期に政府が用意した避難所

に避難する。融雪期が終わり安全となれば、帰宅することができる。しかし毎年の融雪

期に避難命令が出されるようになると、自ら移転するケースもある。 

移転に関しては、典型的な例では、国が土地を提供し、地方政府が電気、水道等のラ

イフラインを整備し、その他の費用も出来る限り政府で援助していく。多くの場合、移

転させる際に、できるだけ元の居住地の近隣で安全が確保される土地を移転先として提

供する。移転対象世帯が多い場合、年間 10～15 戸ずつ移転させ、その間に順次移転地の

整備を行い、数年間かけて集落全体の移転を完了させる場合がある。 
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山岳部における地すべりや土砂災害では、殆どのケースで危険に晒されるのは 3～5戸

程度であるため、費用の掛かる対策工の実施は経済性がない（移転費用のほうが多くの

場合安価である）。 

 

国の避難・移転の方針は以下の通りである。 

１．新たな家屋を建築し、危険地域から住民を移転させる。 

２．新たな家屋の建築は、当該地が危険でないとした結論が出るまでは始められな

い。 

３．地すべりが発生した場所には、再発の可能性があるため、居住させない。 

４．新たな施設、道路その他の建造物の設計にあたっては、必ず地すべり対策工な

どの検討を行なう。 

これらの避難、移転事業は、SMS が毎年作成する土砂災害危険地域を示す冊子に基づい

て、非常事態省が決定し、自治体や各関係省庁にそれぞれの役割を命じて、地方自治体

が中心となって実行する。 

 

ウズベキスタンには、「マハラ」と呼ばれる伝統的な自治組織（共同体）がある。こ

の制度（組織）は、伝統的な近隣のつながりを基本にした自治組織であるとともに、末

端の地方行政機構の中にも組み込まれており、地域の教育から治安維持、祭事まですべ

てを運営する。 

地すべりにおける避難、移転においても、重要な役割を担っている。自治体からの避

難情報の伝達はこのマハラを通じて行われ、住民に伝達され、活動が組織される。 

マハラは近隣の地理的なつながりのある集落の単位で構成されており、その規模は 10

戸くらいから最大 200 戸以上になる場合もある。 

  

イ．地すべり対策の課題 

地すべりによる死亡者は 1995 年以降ないが、人的被害の抑制はモニタリングによる警

戒と避難、移転が大きく寄与していると言える。しかし、インフラ施設などへの経済被

害にはほとんど改善が見られず、多雨の年、災害が多発する年には、依然タシケント、

カシカダリヤ、スルハンダリヤの山岳地域で道路の損壊等、施設の被害が大きくなって

いる。 

今後の地すべり対策の課題として、第一には、住民の安全を確保しつつも、住民の生

活に大きな影響を与える避難、移転を必要最小限に留める努力が必要である。そのため

に、前項の繰り返しになるが、地すべりの予測精度向上が必要である。第二に、幹線道

路や鉄道を破壊するなど、甚大な社会・経済的被害を及ぼすリスクを持つ地すべり地を

特定していき、それらの地すべりに対しては、より積極的な地すべり対策工事の導入が

必要である。 

 

（４）地すべり研究の体制と内容 

地すべりの研究を行なっている機関のなかで、実際の地すべりのサイトにおいて研究
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しているのは HYDROENGEO が唯一の機関である。大学でも地質学科や地質工学科で地すべ

りについての講義はおこなっているが、サイトでの研究はなされていない。 

HYDROENGEO は、同時に教育機関としての機能も有している。大学院大学として地質工

学部と水文地質学部の２つの学部を持ち、学生（準ドクターとドクター）を受け入れて

講義し、応用分野での研究指導を行っている。各々の学部に３～４名の学生がいる。 

学生は水文地質や地質工学分野の学生であれば、どの大学からも受け入れている。 

 

HYDROENGEO の現在の研究テーマと活動は以下のとおりである。 

１．国内における地下淡水の水質維持と地下水量の復元 

２．土砂災害の予測と土砂災害によって生じる非常事態リスクの低減 

３．地質環境への人為的負荷増大に関する環境・地質調査、モニタリング、 

工業用鉱水調査 

４．鉱物資源鉱床の水文地質的・地質工学的研究 

５．生産企業が抱える特定問題を迅速に解決するための具体的提案の策定 

 

２－３ 国家政策、開発計画における地すべり対策の位置づけ 

1991 年にウズベキスタンが独立した直後、アングレン地区のジギリスタンで、56 名が亡

くなる地すべりが発生した。その後も 1993 年、1994 年にそれぞれ 3件、4件の死亡者を出

す地すべり災害が続いた。国民の生命保護と国土の保全は、国家としての最も重要な責務

であり、独立直後の国家の機能と威厳を保つためにも、政府が毎年のようにおこる地すべ

りに対して、対応を講じねばならないという意識が強かったことは十分推測できる。 

SMS 職員によれば、このジギリスタンの地すべりが、SMS が出来るきっかけとなったとい

うことであり、1994 年に SMS が、閣僚会議令によって国家地質・鉱物資源委員会の中に設

立され、土砂災害の発生と進行について調査を実施すること、大きな被害を伴う土砂災害

発生の可能性について関係機関への通報・警告を行なうこと等の役割が規定された。 

1996 年の大統領令には、“自然と人為的な要因による災害が増大していることを認識し、

政府が責任を持って領土と人命を守るために、必要な対応をとる”という国家政策におけ

る災害対策の重要性が述べられている。 

その後、非常事態における国家警戒システムに関する大統領令（1997 年）によって、政

府が自然・人為災害の非常事態における警戒や避難のシステムの整備をしていく、という

災害対策の方針が述べられた。 

しかし 1998 年にシャヒマルダンの氷河湖において、異常な高温で氷河が溶け出し、湖が

決壊して流出した鉄砲水で、116 名が亡くなる災害が起こった。そのため非常事態に対する

気象庁の役割として、これら氷河湖のモニタリングを行うことが付け加えられた。そして

その年に非常事態省設立に関する大統領令（1998）が出され、非常事態省が設立された。

1999 年に発令された自然災害からの人命および領土の保護に関する法の中では、自然や人

為災害に対する非常事態時における関係機関の具体的な役割を既定している。 

以上のように、ウズベキスタンの独立直後の国家体制を整える時期に、国の責務と能力

を問われる土砂災害が続いて発生し、それらが非常事態における対応体制を整備する契機

となった。こうした経緯からも、地すべりを含む土砂災害対策そのものが、独立以来の国
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家体制の根幹に深く関わっていると言うことができ、従って今後政府の政策の中で、地す

べり対策の重要性が大きく低下するとは考え難い。 

 

２－４ 地すべり関係諸機関の権限・責任 

本プロジェクトに最も関係の深い SMS と HYDROENGEO は、いずれも国家水文地質公社

（Uzbekhydrogelogy）の下に位置づけられており、国家水文地質公社は国家地質・鉱物資

源委員会（中央政府の省に相当）の傘下に置かれている。前述のとおり、地すべりモニタ

リングに関しては、SMS が HYDROENGEO の協力を得て監視と危険度評価をおこない、その情

報を対応策の提案とともに、上位機関を通じて非常事態省に提出する役割を担っている。

非常事態省はその情報と対応策案を検討し、関係機関の役割を調整して、各々の関係機関

に必要な情報と対応の指示を出す。その情報・指示は、地方自治体、住民自治組織（マハ

ラ）を経て住民にもたらされ、避難や移転活動がおこなわれる。また、施設・インフラが

地すべり被害のリスクを受けている場合、施設・インフラ保護のための対策工事や対応策

を講じる組織として、道路公団や水資源省（水利管理局、森林局）などがある。 

 

（１）SMS 

SMS は、現在、山岳地帯にある 7州にそれぞれ地域観測所を有し、各地域観測所の下に

2～4 カ所のポストを配して、地すべり等の土砂災害に対する監視を行う体制をとってい

る。SMS、国家地質・鉱物資源委員会、Uzbekhydrogeology の組織については以下の組織

図を参照。 
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図 2-4-1 SMS 組織図 

 

各地域観測所では地域観測所の人員が直接監視を担当しているサイトを持っているほ

か、2～4 カ所の監視ポストを設置し、地すべり等土砂災害の監視を行わせている。各ポ

ストは車両、馬、徒歩などそれぞれの担当地域の実情に応じた移動手段により監視を行

っているという。監視の結果は、電話、無線にて管轄する地域観測所に報告されている。

地域観測所ではその結果を検討し、地質技術者の情報分析を経て、ファックスにて SMS

の本部に観測結果報告を送信する。SMS 本部は 24 時間体制で待機している。なお、監視

ポストの数と設置場所は、監視を要する地すべりサイトの分布状況に応じて毎年見直し、

変更する。 
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表 2-4-1 2006 年度 SMS の監視ポスト設置体制 

 地域観測所 監視ポスト 担当者数 移動手段 通信機器 

クムサン 3 車両 
馬

電話 

チムガン 2 車両 電話 

プスケム 2 馬 無線機 

1 バスタンリーク 

パルケント 3 車両 無線機 

ニジュバシュ 2 車両 無線機 2 アングレン 

イエルタシュ 2  電話 
 

アクタシュ 3 車両 無線機 
 

3 サマルカンド 

パイマルト 3  無線機 

カムチク 2 車両 無線機 
電話 

4 フェルガナ 

アンディザン 2 車両 無線機 
 

カイニ 3 車両 無線機 
 

5 シャフリサブ 

ウアルドン 3 車両 電話 

アンザール 2 車両 電話 
 

オビシュコン 2 車両 電話 
 

6 カルシュ 

インギチカ 2 馬 無線機 
 

クジヤク 2 馬 無線機 

クラガンチャ 2 車両 無線機 
 

7 スルハンダリ 

バイスン 3  無線機 

 

SMS 本部では全国からの報告を集計し、それぞれの地すべりの危険性、緊急度を判断し

た上で必要な指示を地域観測所に出すとともに、住民の避難等が必要と判断された場合

は非常事態省に連絡する等の措置を取る。緊急度の判定は、湧水の濁りや湧水量の増加

など、地すべりに係わる様々な自然現象の異常の報告に基づくケースもあるが、多くの

場合は GPS や伸縮計（エクステンションメータ：1～2ｍの鉄棒製の伸縮計）、変位計（デ

ィフォルモメータ：ワイヤー式の伸縮計）、既設のボーリング孔を利用した地下水位の

観測など、各種計測機器の測定の結果に基づいており、数値の単位時間当たりの変動量

が設定された基準値を超えた場合などに警報を発しているという。 

なお、ここで使用されている伸縮計や変位計は通常日本で使用されているものと異な

り、旧ソ連邦時代に製作されたきわめて簡単な構造のものである。これらは SMS の見解

ではウズベキスタン国内でも製造可能としているものの、現在製作されている様子は見

受けられなかった。 
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表 2-4-2 2006 年春季 SMS モニタリング実施地すべりサイトの保全対象物、モニタリング項目、伸縮計設置数 

地域観測所名 
 

ﾊﾞｽﾀﾝﾘｰｸ 

ｱﾝｸﾞﾚﾝ 
ｻﾏﾙｶﾝﾄﾞ ﾌｪﾙｶﾞﾅ 

ｼｬｸﾘｻﾞﾌﾞ 

ｶﾙｼｭ 
ｽﾙﾊﾝﾀﾞﾘ 全国 

州 ﾀｼｹﾝﾄ州 ｻﾏﾙｶﾝﾄﾞ州 ｼﾞｻﾞｸ州 ｱﾝﾃﾞｨｼﾞｬﾝ州 ﾅﾏﾝｶﾞﾝ州 ﾌｪﾙｶﾞﾅ州 ｶｼｭｶﾀﾞﾙ州 ｽﾙﾊﾝﾀﾞﾘ州  

保全対象施設数 

集落 94 64 1 8 6 12 121 87 393 

保養施設 47  1   26 8 4 86 

道路 57 4 8 4 16  25 9 123 

水路 18   2 3  19 4 46 

採鉱・水理他施設 21    1   4 26 

計 237 68 10 14 26 38 173 108 674 

観測項目          

変位計測地点 233 52  6 18 8 121 83 521 

湧水量等計測点 67 12 2 30 8 4 30 12 165 

地中温度計測地点 15 4  1 4 1 8 8 41 

伸縮計設置          

伸縮計設置地点 19 6 4 10  5 6 12 62 

変位計設置地点 6 3 1 2   7 12 31 

計 25 9 5 12  5 13 24 93 
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表 2-4-2 によれば、2006 年春季には伸縮計が 62 地点、変位計は 31 地点のみに設置さ

れた。従って、変位計測地点は全国で 521 カ所あるが、これらのほとんどは伸縮計、変

位計ではなく、GPS で測量されていると考えられる。 

 

（２）HYDROENGEO 

HYDROENGEO は、1958 年に科学アカデミーに所属する地質鉱物及び地下水に関する研究

を行う研究機関として設立されたが、その後、国家地質・鉱物資源員会の下部組織に移

 
図 2-4-2 国家地質・鉱物資源委員会 

（State Committee for Geology and Mineral Resources）組織図 

 
図 2-4-3 HYDROENGEO 組織図
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行した。HYDROENGEO では設立当初から地すべり等土砂災害に関する調査・研究業務を行

ってきた。 

SMS 設立後も、 

１．モニタリング情報を基にした地すべりの危険性の評価、判定 

２．地すべりの危険度を標準化・数値化するジオ・インジケーターの開発 

３．地すべりモニタリング手法の研究・開発 

４．地すべりの分類 

等の業務をおこない、SMS の業務をサポートしつつ、地すべりモニタリング業務に関わ

っている。 

 

図 2-4-4 Uzbekhydrogeology 組織図 

 

（３）非常事態省 

非常事態省は、1998 年の非常事態省の設立に関する大統領令によって、自然、人為的
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災害等の非常事態時に、関係機関や民間組織そして住民の対応活動の調整を行う機関と

して設立された。非常事態時に省、公的機関、民間組織の枠を超えて調整を行う権限を

持たせるため、組織の母体は軍であり、職員も軍人である。 

 

２－５ 他ドナーによる協力の現状・実績 

地すべりや土砂災害に関して、これまで他の外国援助機関、国際機関による協力プロジ

ェクトや援助は無かった。SMS と HYDROENGEO は、過去 10 年間様々なドナーに案件を要請し

てきたが、本案件は、初めて要請が受け入れられたものであった。 

なお、プロジェクト形式の協力ではないものの、SMS 職員が個人的に応募して、外国の研

修に参加した事例があった。1つは一般的な事務やコンピューターに関するインドでの研修、

もうひとつは地質関係の中国における研修であった。 

また非常事態省では、職員が 2004 年から 2006 年まで、JICA の実施する中央アジア・コ

ーカサス地域向け「防災行政」研修コースに毎年参加している。 
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第３章 協力概要 

 

３－１ 協力の基本方針 

（１）指導を行う地すべりモニタリングの項目・方法 

多発する地すべり（活動中の地すべりが多く、さらに毎年新たな地すべりが発生して

いる）及びモニタリング実施体制（初歩的な地上観測を限られた人員と予算で実施して

いる。人員、予算とも今後大幅な増加はあまり期待できない。）を考慮すると、本プロ

ジェクトで指導を行う地すべりモニタリングの項目・方法については、網羅的に多くの

項目・手法を対象とするのではなく、選択して技術移転を行い、限られた調査項目・方

法ではあるが一定のレベルを確保しつつ全国的に調査を展開できる体制を構築すること

がまず必要である。地すべりのモニタリングには多くの項目・方法があるが、本プロジ

ェクトでは、基礎的で重要な調査項目について、確実に結果が得られる調査方法に重点

をおいて技術移転を行う。具体的には、伸縮計を用いた地すべり地表部の観測、ボーリ

ング調査による地質調査とすべり面の調査、孔内傾斜計による地中の変動計測、地下水

位計測などを想定している。 

ウズベキスタン側は、このような基礎的な調査の他に電気検層、各種物理探査（弾性

波やガンマ線などを用いた探査）、地中の間隙水圧計測なども実施したい意向であった

（付属資料１「ミニッツ（M/M）」中の Attached Document 第 V 項参照）。これらにつ

いては、それぞれ有益な情報を提供するものであるが、本件プロジェクトを通じて指導

を行うかどうか、先方実施機関の技術的、財政的キャパシティーを見極めたうえで自立

発展性や効率性の観点から継続検討することとした。 

 

（２）モニタリング対象サイト 

本プロジェクトでは、地すべりモニタリング・調査技術を指導するための方法として、

現実の地すべりサイトを選定し、パイロット的にモニタリングを実施しながら日本人専

門家がウズベキスタン側カウンターパートに指導を行うことを想定している。このパイ

ロット的地すべりモニタリングの対象サイトについては、技術移転を行う場であり、そ

こで試したモニタリング技術を将来的に他のサイトでも応用するという趣旨から、地す

べりの種類、規模、特性等を考慮して選定する必要がある。 

ウズベキスタン側は、このプロジェクトにより７ヵ所すべての地域観測所でモニタリ

ング体制を強化したい意向であった（各地域観測所で対象サイトを選定し、観測機器や

車両を配備する等）。しかし、JICA の技術協力の趣旨からこの意向に沿うことは出来ず、

移転した技術の組織内での共有・普及はウズベキスタン側自らが対応すべきことである

が、実際には容易ではない。プロジェクトとしても、技術移転はそれ自体が最終目標で

はなく全国展開のための第一歩であるという認識から、終了後の長期的なサステイナビ

リティを考慮しながら活動を行う。（下記（６）サステイナビリティ参照） 

 

（３）警報・避難 
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コミュニティ活動を中心とする警報・避難体制については、すでにウズベキスタン独

自のシステムがあり、良好に機能していること、及び日本側の限られた援助リソースの

有効活用という観点から、プロジェクトでは地すべりのモニタリング・危険度評価技術

の向上に重点を置くこととし、警報・避難の分野は協力対象から除外する。 

しかし、プロジェクトの目指すところは地すべり災害から生命・財産、インフラ等を

保護することであり、そのためには、モニタリング技術の向上とともに警報・避難体制

の整備も重要である。ウズベキウスタン側は警報・避難体制の改善にも継続して取り組

みたいとしている。ウズベキスタンと日本では社会条件が異なるので日本のシステムが

そのまま適用できるわけではないが、我が国で作成されている関連資料の提供や他の援

助スキームによる補足的な支援を今後検討する。 

 

（４）地域協力を視野に入れた取り組み 

地すべり災害は中央アジア諸国に共通する問題であること、ウズベキスタンはソ連邦

時代にこの分野で地域の中核としての役割を果たした実績があり自負もあることなどか

ら、プロジェクトの中で地域協力を視野に入れた取り組みも可能な限り実施する（地す

べりモニタリングに関する中央アジア地域国際シンポジウムの開催等）。このような取

組みは、一義的には類似した自然・社会条件をもつ近隣諸国の専門家との技術交換を通

じて、SMS 及び HYDROENGEO のカウンターパートの能力向上を図ることに加え、これら近

隣諸国専門家との人的ネットワーク構築によるプロジェクト終了後の技術的自立発展に

資する仕組みをつくることを目的としているが、その副次的な効果として、プロジェク

トの成果を域内に波及させ、より大きな効果をもたらし、ひいては我が国が中央アジア

地域で進める「中央アジア＋日本」対話の動きを側面的に支援することになり外交的に

も貢献することが期待される。またカウンターパートの士気の高揚にも繋がるというメ

リットも期待できる。 

 

（５）他の援助スキームによる支援との連携 

地すべり分野の調査研究が進み地すべり防災が進展するよう、またウズベキスタン側

関係者の精神的インセンティブ、プロジェクトのサステイナビリティ確保等の面からも、

プロジェクト期間中は勿論、その後も引き続き可能な限り様々なスキームを通じて支援

することが望ましい。このため、JICA の各種援助スキームを活用するとともに他の機関

にも支援を呼びかけるべきである。 

JICA 関係では、研修員受入れ（集団研修や長期研修）、研修フォローアップ事業、個

別専門家やシニアボランティアの派遣、無償資金協力（機材供与、地すべり対策の実施

等）などを検討する。 

京都大学防災研究所は、これまでの支援の経緯からすでにウズベキスタンとは人的な

繋がりがあり、研究所に対する先方の信頼も期待も大きい。留学生受け入れや HYDROENGEO

との共同研究などによる支援を期待する。また、同研究所は国際斜面災害研究機構（ICL: 

International Consortium on Landslides）の事務局を務めており、ウズベキスタンは

近く ICL のメンバーになる予定である。ICL は地すべり分野では国際的に最もハイレベル

の研究組織で、共通テーマについての共同研究のほか、各国に対する支援も行っている。
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同研究所に対し ICL を通じた支援も期待したい。 

アジア防災センター (ADRC)はメンバー国であるウズベキスタンに対し、これまでも

様々な支援を行っている。プロジェクトとの関連で、今後は特に上記（３）に述べた警

報・避難や防災教育等の面での協力を期待する。 

 

（６）サステイナビリティ 

サステイナビリティ（協力効果の持続性）は多くの JICA プロジェクトに共通する課題

である。プロジェクトの重要性や関係者の熱意にもかかわらず、サステイナビリティの

確保は容易ではない。 

プロジェクト終了後同様なモニタリング・調査が全国的に継続的に展開されるよう、

まずプロジェクト期間中に長期計画を作成し、必要な人員、予算等について上位機関や

財政当局に遅滞なく要求する必要がある。 

人員については、人数の確保とともに、SMS、HYDROENGEO 共に職員が老齢化した人員構

成になっているので中堅、若手の人材育成が必要である。また、将来ウズベキスタンの

地すべり部門を背負って立つ名実兼ね備えたリーダーの育成も必要である。本邦留学が

望ましいが育成には時間を要するので早めに対応する必要がある。 

特に途上国で最もクリティカルな問題は予算措置である。カウンターパート機関の努

力とともに国家地質・鉱物資源委員会の支援が不可欠である。同委員会に対しプロジェ

クト実施期間中から継続して理解と協力を求める必要がある。 

 

３－２ プロジェクトの概要 

事前調査を通じて先方政府側と協議・合意形成し、ミニッツ（M/M）で確認した協力の概

要は、以下のとおりである。 

 

（１）プロジェクト名称と協力期間 

本プロジェクトの要請書（2003 年 11 月 1 日作成）に記載のプロジェクト名称は、

Capacity Building for Landslide Risk Management in terms of Monitoring and Warning 

Practices（モニタリング及び警報業務の面における地すべりリスク管理能力強化）であ

った。本章の３－１（３）で言及したとおり、警報・避難については、既に現地の社会・

行政システムに適応して構築された体制ができており、これが有効に機能していること

が事前調査により分かったため、本プロジェクトの協力対象課題に含めないこととし、

ウズベキスタン側の了解も得ている。そこで、プロジェクトの名称から「警報」の語句

を外し、Project on Capacity Development for Landslide Monitoring（地すべりモニ

タリング技術向上支援プロジェクト）とすることで合意した。 

プロジェクトの協力期間について、上述の要請書では、想定される協力期間は３年間

と記載されている。後述する協力内容と実施スケジュールを検討したところ、３年間は

期間として妥当であると判断されたため、協力期間は３年間とすることで合意した。 

 

（２）プロジェクトの基本計画 
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ア．プロジェクト目標 

ウズベキスタン国における地すべり計測及び危険度評価技術が向上する。 

 

イ．上位目標 

地すべり及びその影響に関する予警報が、適時・適切に発信され、人的・経済的被害

が軽減される。 

 

ウ．成果 

a. 地すべりの地中調査・計測技術が向上する。 

b. 地すべりの地表計測の技術が向上する。 

c. 地すべりの危険度評価技術が向上する。 

 

エ．活動 

a－1．地すべり調査のためのボーリング技術に関する講習を行う。 

a－2．調査地を選定し、ボーリング調査を実施する。 

a－3．ボーリング孔に各種計測機器を設置し、計測を行う。 

b－1．地すべり調査のための地表計測技術の講習を行う。 

b－2．調査地を選定し、計測項目及び設置箇所を決定する。 

b－3．各種計測機器を設置し、計測を行う。 

c－1．地すべり予知・予測に関する講習を行う。 

c－2．各種調査・計測で得られたデータを解析する。 

c－3．調査地の地すべりの危険度を評価する。 

 

（３）投入 

ア．ウズベキスタン側投入 

（ア）カウンターパートの配置 

プロジェクトのカウンターパートは、SMS と HYDROENGEO の職員の中からウズベキス

タン側が指名する。ウズベキスタン側が配置するカウンターパートは、タシケントの

SMS 本部と HYDROENGEO の職員に加え、パイロットモニタリングを実施する地すべりサ

イトを管轄しているバスタンリーク地域観測所、アングレン地域観測所の職員が含ま

れる。各カウンターパートの主な役割分担は、以下のとおりである。 

ボーリング調査技術：SMS 本部、HYDROENGEO のカウンターパート 

地すべり計測技術：SMS 本部、SMS 地域観測所のカウンターパート 

地すべり機構の解析と予測： HYDROENGEO のカウンターパート 

事前調査の時点で、SMS 及び HYDROENGEO から具体的に挙げられているカウンターパ

ートの役職、氏名については、付属資料１「ミニッツ（M/M）」の ANNEX V（カウンター

パートリスト）を参照ありたい。 

カウンターパートの配置に関する懸念は、SMS及びHYDROENGEOのいずれの組織にも、

ボーリング調査（地すべりボーリング調査に限らず）をおこなっている技術者がいな
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いため、ボーリング調査技術担当のカウンターパートが、リストに入っていないこと

である。先方の当初の説明では、ボーリング調査経験のある技術者は複数いるとのこ

とであったが、ボーリング・マシンを操作した経験者ではなく、ボーリング調査を監

督した経験を持つのみであった。適切なボーリング調査技術担当のカウンターパート

の配置については、現在の SMS 内の職員を配置することが難しければ、同じ

Uzbekhydrogeology 傘下で水資源開発のボーリング調査をおこなっているエクスペデ

ィション（図 2-4-4 の組織図参照）から技術者を出向させる、或いは新たに若手技術

者を採用するなどの措置を取るよう、先方に引き続き申し入れる必要がある。 

 

（イ）施設、機材の提供 

プロジェクトの事務所を SMS の本部内に設置し、そのための事務所スペース（日本

人専門家及びカウンターパートの執務スペースや会議室など）をウズベキスタン側が

確保する。SMS 本部の建物にはスペース的には余裕があるようであり、執務スペースの

確保には問題が無いと思われる。事務用の家具類の用意に関しても、特に問題は予想

されない。なお、現在 SMS 内には LAN も敷設されているが、通信速度は 60～70kbps と

遅い。また、パーソナル・コンピュータは技術系職員には 3～4人が 1台を共用してい

る状態である。実際に確認した範囲では、メーカーは LG（韓国製）が多く、OS には

Windows98 が使用されていた。 

SMS 及び HYDROENGEO の監督官庁である国家水文地質公社（Uzbekhydrogeology）の傘

下には、地下水開発のための井戸掘削を行う地域別のエクスペディション

(Expedition)がある。各地域のエクスペディションは、旧ソ連製の水井戸用ボーリン

グマシンを 1台ずつ所有している。多くは URB-2 型という掘進能力 200m 程度のトラッ

クマウントタイプの大口径ボーリングマシンで、他に 500m 級でディーゼルエンジン付

の URB-3 型機も所有しているという。これらのマシンは大型であるため、地すべり調

査のような山地や丘陵地での掘削作業に使用することは、まず不可能である。その他、

エクスペディションはそれぞれ３台程度のトラックなどの車両を所有しているが、い

ずれも旧ソ連邦時代に購入されたもので、故障が多く稼働率は極めて低い。また SMS

とは組織の系統が異なるため、機材の運搬等に SMS がこれらの車両を使用することは

できないという。 

SMS において地すべりの移動量の観測に使用されている GPS は、Leica 製の SR510 型

GPS である。現在 2台所有しているが、この２台で全国の地域観測所を北部地域と南部

地域に 2 分して、それぞれの地域で 1 台ずつを用いて観測しているという。したがっ

て各地すべり地での測定頻度は、特に変動が大きくない場合は最短でも 1 ヶ月程度で

しかない。 

測量用のトータルステーションは、SMS で１台所有しており、Leica 製の TPS300 型

である。ただし、これは地すべりの変動量の観測には使用されておらず、地すべり地

の実測平面図などを作成する場合などに使用されているようである。しかしこれも、

特定のサイトにおいて地すべり変動量の定点観測をするとすれば、数の面で不十分と

考えられる。 

SMS は、ジープ（四輪駆動車）を 9台、トラックを（車種名：カマズ）6台、セダン
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を 1 台の計 16 台を所有しているが、いずれも旧ソ連邦時代に購入されたものである。

また、これらのうち、SMS 本部で使用されている 2台を除けば、いずれも各地域観測所

で使用されており、しかも常に半数近くが修理中という状況であるという。こうした

状況下で、プロジェクト活動用の車両として SMS 所有の車両をあてにすることはリス

クが高いと言わざるを得ない。 

その他、ウズベキスタン側の負担事項として、モニタリングサイトに設置する測定

機器の盗難リスクが高いことへの懸念から、測定機器の防犯用装置をウズベキスタン

側の費用負担で設置することが合意された。 

 

（ウ）プロジェクト運営費用 

ウズベキスタン側は、プロジェクト事務所に係る公共料金（ただし、国際電話代を

除く）、カウンターパートの国内出張旅費、及び機材の稼動・維持管理費の負担を約束

し、M/M に明記した。 

 

（エ）情報・データの提供 

ウズベキスタン側は、地図、気象・地質データ、関連する調査報告書など、プロジ

ェクトの実施に必要な情報・データを提供することを約束し、ミニッツ（M/M）にその

旨記載した。ウズベキスタンにおいては、各種情報・データの入手が容易ではないこ

とが事前調査を通じて実感された。恐らく、地理情報や市民安全に係わる情報を外国

人に提供することに、若干の抵抗感があるものと予想される。しかし、有効かつ効率

的にプロジェクト活動を進めるためには、既存の情報・データをうまく活用していく

ことが重要であり、関連する情報・データの提供を、プロジェクト実施期間中も常に

先方に要請し続ける必要がある。 

 

イ．日本側投入 

（ア）専門家 

日本人専門家の派遣については、プロジェクトを通じて技術指導を行う３つのテー

マに対応するかたちで以下の３分野の専門家を派遣することとした。 

・地すべりモニタリング技術 

・地すべり危険度評価 

・ボーリング技術 

「地すべりモニタリング技術」分野の専門家は、地すべりサイトの現場踏査、地す

べりモニタリング計画の策定、モニタリング計測機器の設置・維持管理、及び機器を

用いた地表・地中の計測に係る技術指導を行う。「地すべり危険度評価」分野専門家は、

計測データを用いた地すべりの挙動解析、崩壊がおこった場合の規模、プロセス、影

響する範囲の予測、及び土石流などの二次災害のリスク評価などに関する技術指導を

行う。「ボーリング技術」分野の専門家は、ボーリング掘削機械の取扱い・維持管理、

ボーリング孔掘削とトラブルへの対応、ボーリング・コアの採取、すべり面の判定に

係る技術指導を行う。 
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（イ）供与機材 

付属資料１「ミニッツ（M/M）」の ANNEX IV（暫定供与機材リスト）には、日本側が

供与することを想定している機材として、以下の品目をリストアップしている． 

・パーソナル・コンピュータ 

・伸縮計（ワイヤー式変位計） 

・伸縮計用スーパー・インバール・ワイヤー 

・ボーリングマシン 

・孔内傾斜計 

・孔内傾斜計用ガイドパイプ 

・孔内水位計 

・自記雨量計 

・地すべり初動検知機 

ボーリングマシンは、目的が地すべり調査に限定されており、また SMS の保有車両

による輸送能力などから判断すれば最大分解重量 100kg 以下、100m～150m 程度の呼称

能力が適当であると判断される。なお、SMS ではこのマシンを使用してプロジェクト終

了後に地すべり地の地下水位を低下させるための排水用水平孔の掘削を検討しており、

水平ボーリングも可能な機種を選定することが望ましい。 

その他、給水用ポンプ、エンジン、ロッド、各種ビット、シングルコアチューブ、

ダブルコアチューブなど、掘進作業に必要な機材一式を供与することになる。なお、

ケーシングパイプとして使用する鋼管については一般にロシア製のものが現地で使用

されているほか、ウズベキスタン国内でも製品の種類は限られているものの生産して

おり、調達に際しては国内生産品の使用が可能かどうか検討する必要があろう。なお、

エクスペディションで泥水に使用しているベントナイトもウズベキスタン国内産との

情報があり、この点も確認を要する。 

伸縮計については、HYDROENGEO からウズベキスタン国内でも従来から使用している

という指摘があったものの、現地で使用されている伸縮計を実際に確認したところ、

性能や精度の点で十分とはいえない。したがって、わが国で一般的に用いられている

伸縮計を導入することで、測定能力・精度の向上が期待できる。ただし、プロジェク

ト終了後の備品調達やメンテナンスのしやすさを考慮すれば、メモリーカードを利用

するタイプが適当と考えられる。また、集落に近い地すべり地に設置する場合は、大

きな変動を検知した時に自動的に警報を発信する警報機を取付けることも考慮すべき

であろう。 

孔内水位計は、メジャーとブザーを組み合わせた携帯用水位計が適当と考えられる。

また、現在モニタリングサイトの候補に挙がっている地すべり地の付近に気象観測所

がないため、担当監視ポストないし地域観測所に雨量計を設置することが望ましい。

雨量計は地すべりブロックの変位との相関を検討するためにも自記式のものが望まし

いが、やはりプロジェクト終了後の各種消耗品の調達のしやすさを考慮すれば、記録

紙ではなくメモリーカードを使用するタイプの製品が適当と考えられる。 
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地すべりブロックの変位を GPS やトータルステーションで観測する方法は、簡便で

比較的短時間に変動量の測定ができるという利点があり、有効なモニタリング手法の

ひとつである。事前調査における SMS および HYDROENGEO との協議では、GPS もトータ

ルステーションも現有の機材があるため、日本からの供与は不要との先方側見解が示

された。しかし、その後の調査で、先方の現有機材は、数量が不足しており、プロジ

ェクトでモニタリングを行うサイトでの計測に用いるには十分ではないことが分かっ

ている。プロジェクトの詳細計画の策定段階で、改めて必要性を再検討する余地があ

る。 

地すべり初動検知機は、東京大学が開発中の途上国で使用することを想定した取扱

いが簡便で低コストの斜面変位・土壌水分測定ユニットである。測定データは電波で

数百メートル離れた地点まで自動送信することができる。まだ試作段階であるが本プ

ロジェクトにおけるパイロット的なモニタリング活動に試験的に活用することを検討

する。 

 

（ウ）研修 

以下の２課題について、本邦研修を行うことで先方と合意した。 

・地すべりモニタリング及び危険度評価 

・ボーリング技術 

受入人数については先方と協議しなかったが、各課題で２名ずつ程度の受入を想定

している。 

 

（エ）ローカルコスト負担 

本章の３－１（４）で述べたとおり、中央アジア地域内各国との技術交換、及びプ

ロジェクト成果の域内波及の観点から、協力期間の最終年を目途に地すべりモニタリ

ングに関する中央アジア地域国際シンポジウムを開催することを検討する。同シンポ

ジウムの開催とプロシーディング作成にあたっては、日本側で必要経費の一部を支援

することを想定する。 

その他、経常的なプロジェクトの運営経費として想定される日本側のローカルコス

ト負担の内容としては、国際通信費（国際電話・FAX など）、日本人専門家の出張旅費、

消耗品費、補助員の傭上費などである。 

 

（４）実施体制 

ア．実施機関 

既に述べたとおり、プロジェクトのカウンターパートは、SMS と HYDROENGEO の職員の

中から指名され配置されるが、組織として責任を持ってプロジェクトを実施する実施機

関は SMS とし、HYDROENGEO は支援機関と位置づけた。これは、２つの機関を実施機関と

した場合、両機関の間で責任の所在やプロジェクトに係る指揮命令系統が曖昧になる懸

念があったこと、また２機関のうちどちらか一方を実施機関とする場合、地すべりモニ

タリングの実務を担当している SMS の方が本プロジェクトの実施機関としてより相応し



 

35 

いであろうと判断したことによる。 

 

イ．プロジェクトの実施監理体制 

プロジェクト全体を監理し、実施について最終責任を負うプロジェクト・ダイレクタ

ーは、SMS 及び HYDROENGEO の上位機関である国家水文地質公社（Uzbekhydrogeology）の

総裁とした。これは、SMS 及び HYDROENGEO の両機関を監督し、必要に応じ両機関間の調

整を行うにあたって、上位機関である Uzbekhydrogeology の総裁がプロジェクト・ダイ

レクターであれば円滑に機能すると考えたためである。 

実務面及び技術面からプロジェクトを実施監理するプロジェクト・マネージャーは、

通例どおりプロジェクト実施機関である SMS の長官が務めることとした。 

 

ウ．合同調整委員会 

プロジェクトの円滑な実施監理を促進するため、プロジェクトの合同調整委員会を設

置し、原則として年に１回及び必要に応じて適宜開催する。合同調整委員会の役割は以

下のとおりである。 

・プロジェクトの年間活動計画を承認する。 

・プロジェクトの年間活動計画の進捗を確認する。 

・プロジェクト実施上の課題について協議する。 

・その他プロジェクトの円滑な実施のために必要な事項について協議する。 

また、合同調整委員会のメンバーは以下のとおりである。 

議長 

・プロジェクト・ダイレクター 

委員 

・プロジェクト・マネージャー 

・HYDROENGEO 代表 

・国家地質・鉱物資源委員会の代表 

・非常事態省の代表 

・JICA ウズベキスタン事務所の代表 

・日本人専門家 

 

（５）協力対象地域 

プロジェクト活動の拠点となるプロジェクト事務所は、タシケント市内の SMS 本部内

に設置する。 

プロジェクト活動では、パイロット的にモニタリングを行う地すべりサイトを、バス

タンリーク地域観測所管内とアングレン地域観測所管内でそれぞれ２サイト程度ずつ選

定し、実際にモニタリングをおこないながら技術の指導を行う。バスタンリーク及びア

ングレン地域観測所はいずれもタシケント州内にあり、プロジェクト事務所を設置する

タシケント市から通じる道路の整備状況も比較的良いため、SMS の７つの地域観測所のう
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ち、タシケント市からのアクセスが最も良く、両地域観測所管内の地すべりサイトであ

れば大半がタシケント市から日帰りで調査可能であることから、これら２つの地域観測

所管内からモニタリングサイトを選定することとした。 

サイトの選定は、ウズベキスタン側が提案する候補サイトの中からウズベキスタン側、

及び日本側双方で協議のうえ、選定することとした。事前調査では、ウズベキスタン側

から提案のあった 18 の候補サイトを踏査した。各候補サイトの特徴を一覧表にまとめた

ものを、表 3-2-1 に示す。 

 

表 3-2-1 モニタリング実施候補サイト一覧 

 

複数の地すべりサイトにおいてモニタリングを行う目的は、地すべり地の特性及び保

全対象の種類に応じて、用いるモニタリング、解析、危険度評価の手法・技術が部分的

に異なることから、タイプの異なる地すべり数サイトでモニタリングを行うことによっ

て、カウンターパートに一通り代表的な手法・技術を経験してもらうことにある。そこ

で、地すべりのタイプ、保全対象の種類と重要性、さらにウズベキスタン側の意向など

を勘案して調査団とウズベキスタン側で協議した結果、２サイトについては対象サイト

に含めるということで合意した。該当する２つのサイト名と判断理由を下記に示す。 

 

ア．テクスティルシク（位置番号②） 
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ウズベキスタンの典型的なすべり型地すべりであり、当該サイトでの地すべり観測と

地すべり挙動解析を通じてカウンターパートが修得する技術は、将来的にウズベキスタ

ン国内の他の地すべりへの応用可能性が高い。地すべりサイトから下流の道路まではか

なり距離があるが、下部ブロックの土塊が流動化する可能性があり、その流動化した土

砂がどの程度下流まで到達するか不明である。その解析を含めて、地すべりの挙動を解

析し、明らかにすべき課題が多い。また、ウズベキスタン側の関心・優先度も非常に高

く、この点も当該サイトを選定した理由のひとつである。 

 

イ．ビエルフニェトゥルスキー（位置番号⑮） 

アングレン貯水池の左岸側にある地すべり。貯水池の水位の上昇が、地すべりの変動

に関係しているとのことである（水位上昇により地すべりの動きが活発化する）。地す

べりの規模（幅 1.2km、長さ 500m）及び変動量がいずれも大きく、保全対象の重要性（貯

水池とその下流の炭鉱とアングレン市街）は極めて大きい。特に取水口付近の地すべり

ブロックの変動が大きく、土塊によって取水口がふさがれる可能性がある。現在ある取

水口は貯水池からの唯一の排水口であり（余水吐きは無い）、取水口が閉塞すれば、貯

水池水位が急激に上昇して、地すべり土塊全体を活発化させる恐れがある。万一、大量

の地すべり土塊が貯水池に崩落し、貯水池の堰堤を越流して破堤すれば大災害につなが

るというのが SMS、非常事態省、水資源省の共通した見解であった。従って、ウズベキス

タン側の本サイトにおけるモニタリングへの期待は非常に大きい。保全対象の重要性、

地すべりの変動量の大きさから、ウズベキスタン政府による対策工事につなげることを

念頭においた調査・モニタリングが必要である。 

 

上記の２サイトについては、事前調査のミニッツ（M/M）にモニタリング対象サイトと

して記載している。これらに加えて、M/M には、集落が保全対象となっている地すべりサ

イトと、融雪期に突発的に滑動を始める初動地すべりサイトを、それぞれ１サイトずつ

選定してモニタリングする旨、記載している。後者のサイトについては、予めサイトを

特定することができないため、プロジェクト期間中に突発的な初動地すべりサイトを発

見してモニタリングすることになる。前者については、プロジェクト開始時までにウズ

ベキスタン側と協議のうえ、選定することになるが、踏査をおこなった地すべりサイト

の中で、事前調査団としては以下の２サイトが有力候補と目した。 

 

ウ．ウチテレック（３）（位置番号⑩） 

地すべり斜面の中央部に 50 戸程度の集落があり、地すべり地内上部に国道が通ってい

る。過去に数戸の人家が地すべりの変動によって移転しており、現在も融雪期（３～５

月）での活動が著しく、その時期に数戸の家に一時避難命令が出される。今までの GPS

定点観測による変動量や地表の現象（亀裂や湧水の状況）では、動きの方向がばらばら

で定まらず、地内のブロック化が著しく複雑な挙動を示している。危険なブロックを特

定し避難命令を出すべき家屋を特定する、急激な変動にも対応可能なモニタリング体制

を敷く等、レベルの高いモニタリングが求められている。 
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エ．ベドレンゲット（位置番号⑯） 

渓谷の出口、左岸側の地すべり。付近に民家 10 戸程度の集落がある。地すべりは約 40

度の急傾斜斜面に、約 10m 層厚の地すべりの亀裂があり、年間数 cm の変動がある。斜面

の下に渓流があり、その渓流をはさんだ対岸に民家が 3 軒ある。現状では、地すべり発

生時に崩落土砂が民家方向へ向かうか、あるいはそれらの民家が土砂到達の範囲にある

のか、判断が困難な状況である。規模は大きくないが、高速で崩落するような流動型の

地すべりであり、警報機付伸縮計や地すべり初動検知器等による警戒が効果的な斜面で

ある。 

 

以下にそれぞれのサイトのモニタリング計画案を示す。この計画はあくまで事前調査団

が作成した案であり、先方政府と協議・合意したものではない。実際のモニタリング計画

は、プロジェクト開始後、日本人専門家がカウンターパートを指導しつつ、共同で作成す

る必要がある。 
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図 3-2-1 テクスティルシク モニタリング計画案 



 

40 

 

図 3-2-2 ビエルフニェトゥルスキー モニタリング計画案 
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図 3-2-3 ウチテレック モニタリング計画案 
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図 3-2-4 ベドレンゲット モニタリング計画案 

 

（６）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

プロジェクト・デザイン・マトリックスについては、上記３－２（２）に記載したプ

ロジェクト基本計画に基づき、付属資料４のとおりとりまとめ、先方実施機関と合意し

た。 

 

（７）実施計画（Plan of Operation: PO） 

プロジェクトの各活動について、付属資料５のとおり暫定的な実施計画を作成し、先

方実施機関と合意した。 
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３年間のプロジェクト実施期間において、１年目はモニタリング対象サイトの確定、

対象サイトの調査及びモニタリング計画策定を行うとともに、機材の調達、カウンター

パート研修等を行う計画である。２年目、３年目にボーリング孔の掘削、地上・地中の

観測機器の設置、及びそれら機器による地すべりモニタリングを行う。モニタリングは、

専門家の指導の後、カウンターパートが単独で行う期間を設ける。またモニタリングに

よって得られたデータを基に、地すべり挙動解析と危険度評価を行う。なお、３年目に

は地すべりモニタリングに関する中央アジア地域国際シンポジウムを開催する計画であ

る。
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第４章 プロジェクトの事前評価 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトはウズベキスタン国の政策・ニーズ、日本国の援助方針、技術的優位性

および ODA としての適格性等の点において、高い妥当性があると判断される。 

 

（１）ウズベキスタン国政策に対する整合性 

ウズベキスタン国においては、中長期にわたる国家開発計画は策定されておらず、大

統領令によって国家開発の基本指針が示されている。大統領令における各種指針は、①

モノカルチャー経済からの脱却、②食糧供給と社会保障の重視、③社会的弱者への配慮

を基礎としており、本プロジェクトはこれら基本指針のうち「社会的弱者への配慮」に

資すると言える。 

また、地すべりに特化した政策、法令としては、ジギリスタンにおける地すべり災害

（死者 56 名）等をひとつの契機として、地すべりモニタリングを目的とした SMS が閣僚

会議令をもって設立されている（1994 年）。閣僚会議令において SMS は、①土砂災害の

発生と進行について調査を実施すること、②大きな被害を伴う土砂災害発生の可能性に

ついて、関係機関への通報と警告を行うこと等が役割として規定されており、この目的

遂行のために SMS は技術能力を保持、発展させることが求められている。 

さらに融雪期を迎える直前の毎年 2 月には、「洪水・土石流・雪崩・地すべりによる

非常事態・警告措置と復旧措置に関する大統領令」が発令され、関係省庁、委員会の役

割が示されることが慣例となっている。この大統領令の基礎となる情報が SMS によって

提供されるため、情報の精度について大きな責任を負うものであることは明らかであり、

この点からも SMS および共に任に当たる HYDROENGEO の技術力強化は国家的な重要課題と

なっている。 

以上のことから、本プロジェクトが目的とする地すべりモニタリングの技術力向上は、

大方針としての大統領令に即しているとともに、閣僚会議令に基づく SMS の機能強化に

も貢献するものであり、同国の政策に整合していると判断される1。 

 

（２）ターゲットグループのニーズとの整合性 

本プロジェクトにおける直接のターゲットグループとしては、カウンターパートであ

る SMS および HYDROENGEO の職員が想定されている。 

現在のウズベキスタン国では、地すべり危険地域における住民への警告、避難誘導体

制、および「観測ポスト－ステーション－SMS 本部」をつなぐ連絡体制はほぼ確立してい

る状況にある。しかしながら、その一方でモニタリングにかかる資機材の不足および精

度の高いモニタリング技術が一部不足している点が指摘されている。ソ連邦時代におい

                                                  
1 SMS および HYDROENGEO は、各々で 3ヵ年活動計画を策定しているが、これら計画は具体的な活動場所の

特定、モニタリング方法などを計画しているものであり、人的側面、財政的側面などを中長期的に踏まえ

た組織の発展計画の類とはなっていない。 
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ては、SMS（の前身）も直営でボーリング調査を実施するなど、その調査技術も一定のレ

ベルを保持していたものと考えられるが、1991 年の独立後の資機材不足およびロシア等

からの定期的な技術移転の機会が減少したことなどにより、SMS および HYDROENGEO の技

術力は近年停滞している状況にある。 

本プロジェクトは、これら現況を十分に考慮したうえで、特に地表、地中におけるモ

ニタリング技術と危険度評価技術の向上に向けた支援を行うものであり、SMS および

HYDROENGEO のニーズに即した支援内容となっている。 

 

（３）実施機関の適切性 

本プロジェクトにおいては SMS が実施機関として（および HYDROENGEO が支援機関とし

て）、プロジェクト実施を担当する。地すべりにかかるモニタリング実施については主

に SMS が担当し、HYDROENGEO が研究機関として地すべり危険度評価を行う役割分担とな

っている。 

ウズベキスタン国では、地すべりに対する各種対策は、その保全対象ごとに道路公団、

鉄道公団、地方自体等がそれらの任にあたっているが、地すべりにかかるモニタリング

を実施する責任を負っている機関は SMS であり、同国の地すべりモニタリング技術を向

上させる目的を達成するためには、SMS が実施機関として最適と判断される。 

 

（４）JICA 国別事業実施計画との整合性 

日本の対ウズベキスタン国別援助計画（2007 年 9 月）における援助重点分野は、1）市

場経済発展と経済・産業振興のための人材育成・制度構築支援、2）社会セクターの再構

築支援、3）経済インフラの更新・整備の 3つの分野から構成されている。本プロジェク

トが該当する防災セクターにかかる支援は、2）社会セクターの再構築支援を構成するサ

ブコンポーネントのひとつとして掲げられている。 

また防災セクターへの協力は、「中央アジア＋日本」対話における地域内協力の主要

協力分野としても挙げられており、この点からも本プロジェクトは日本の援助計画に整

合しているものと判断される2。 

 

（５）我が国の比較優位性 

日本は地すべりモニタリングに関して長年に亘る経験を有しており、本プロジェクト

実施において、これら日本の蓄積された技術・経験を活用することが可能である。 

現在日本は地すべりモニタリングの技術および観測機器開発等において、世界で最も

進んだ国のひとつである。また、地すべりに関する研究においても長年の蓄積がなされ

ており、日本地すべり学会、国際斜面災害研究機構等において活発な研究活動が国内外

に亘り継続されている。 

これら蓄積は日本の技術的優位性として認識できるとともに、本プロジェクト実施に

おいて効果的に活用することが可能な技術・知見と考えられる。 

                                                  
2 2006年6月の｢中央アジア+日本｣対話第2回外相会合における｢行動計画｣では、地域内協力分野として「防

災」のほかに、「テロ･麻薬対策」、「対人地雷除去」、「貧困削減」、「保健医療」、「環境保護」、「エネルギー/

水」の分野が挙げられている。 
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（６）案件内容の公益性・ODA としての適格性 

本プロジェクトにおける地すべりモニタリングの技術向上は、危険地域の人命保護に

直接的に貢献するものである。また道路、鉄道、各種施設の経済インフラ建設に際して、

地すべりのリスクについて事前に的確な情報提供を行なうことによって、地すべり被害

のリスクを抑制することも可能となる。 

以上の視点からは、本プロジェクトは限定された個々人に便益を与えるばかりでなく、

地域社会、国家全体の便益にも繋がるものであり、公益性は非常に高く、ODA としての適

格性を十分に備えているものと判断される。 

 

（７）他ドナーとの重複・補完関係 

現在、防災分野に対する支援を行なっているドナー機関は存在しない。1991 年の独立

以降、域内シンポジウムを除いて海外からの支援、技術交流はほぼ皆無の状況となって

いる3。 

 

４－２ 有効性 

（１）プロジェクト目標および成果との因果関係 

プロジェクト目標ならびに成果、活動の論理関係は明白であり、目標達成は可能と考

えられる（後述プロジェクト目標・成果にかかる指標参照）。 

本プロジェクトではプロジェクト目標「ウズベキスタン国における地すべり計測およ

び危険度評価技術が向上する」の達成に向けて、地表・地中における地すべり計測、お

よび危険度評価技術の向上を各成果項目として位置づけ、プロジェクトをデザインして

いる（下図参照）。 

 

 

                                                  
3 SMS、HYDROENGEO の職員が自ら応募して、国外研修を受講した例がある（中国、インド）が、研修は地す

べりに特化した内容ではない。 
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図 4-2-1 プロジェクト目標と成果および主要な活動項目 

 

地すべり計測技術については、地中における調査技術(成果 1)と地表における調査技術

(成果 2)に、技術体系を二分して整理を行い、夫々の技術力向上がプロジェクト目標の達

成に寄与する構成としている。 

第一の「地すべりの地中調査・計測技術の向上」では、ボーリング調査によるすべり

面の特定やボーリング孔を利用した地下水位、地中土塊の動きをモニタリングする技術

の向上を計画している。現在のウズベキスタン国では、これら地中調査がほとんど実施

されていないため、的確な地中調査を実施する技術能力を習得することは、本プロジェ

クトの目標達成に直接貢献するものである。 

第二の「地すべりの地表計測技術の向上」は、現在同国で実施されている伸縮計、GPS

をはじめとした計測方法・技術について、より的確な方法・技術が習得されることを計

画するものである。現有の技術では、伸縮計の測定距離、設置箇所、GPS の利用方法等に

ついて改善の余地があることが指摘されている。 

第三には「地すべりの危険度評価技術の向上」が挙げられる。第一、第二の成果につ

いては、その活動主体が SMS と想定されるが、本成果については HYDROENGEO が主体的役

割を果たすこととなる。本プロジェクトではボーリング調査をはじめ、モニタリング現

場から新たな危険度評価にかかる分析/研究対象が送られてくるが、これら新たな対象に

ついて分析を行い、地すべり危険度にかかる評価技術を向上させることを目標とする。 

以上の点から、これら三点における成果の発現はプロジェクト目標に直接貢献する内

容となっており、両者間の因果関係は明白である。 

 

（２）プロジェクト目標・成果にかかる指標 

 

地すべり計測および危

険度評価技術の向上

成果2：

地表計測技術の

向上

プロジェクト目標

成果1：

地中調査・計測技

術の向上

成果3：

危険度評価技術

の向上

活動

1．ボーリング技術に関する講習

2．ボーリング調査実施

3．各種計測機器による計測実施

活動

1．地表計測技術に関する講習

2．計測項目および設置箇所決定

3．各種計測機器による計測実施

活動

1．地すべり予知・予測の講習

2．調査・計測データの解析

3．地すべり危険度の評価

主たる技術移転対象：SMS 主たる技術移転対象：

Hydroengeo
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表 4-2-1 プロジェクト目標・成果および指標 

プロジェクト目標・成果 指標 

プロジェクト目標 地すべり計測および

危険度評価技術の向

上 

（１） カウンターパートが本プロジェクトのパイロットサイ

ト以外の場所で、習得した技術を用いて、地すべり計測

および危険度評価を実施することが可能となる 

成果 1 地すべりの地中調

査・計測技術の向上

• SMS もしくは HYDROENGEO において、下記を満たす人材が少な

くとも二人育成されている。 

（１） ボーリング機械を適切に利用、維持管理できる。 

（２） コアサンプルを用いて、地すべり面を特定できる。 

（３） 孔内傾斜計のためのガイドパイプを設置し、地中の動き

を計測できる。 

 

成果 2 地すべりの地表計測

技術の向上 

• SMS もしくは HYDROENGEO において、下記を満たす人材が少な

くとも二人育成されている。 

（１） 地表の動きを計測する機材を設置し、維持管理を行うこ

とができる。 

（２） 設置された資機材を利用して、地表計測を行うことがで

きる。 

  

成果 3 地すべりの危険度評

価技術の向上 

• SMS もしくは HYDROENGEO において、下記を満たす人材が少な

くとも二人育成されている。 

（１） 地すべりの移動土塊を調査することができる。 

（２） 地すべり発生のタイミングを予想することができる。 

（３） 土砂の拡散範囲を予想することができる。 

 

 

プロジェクト目標「地すべり計測および危険度評価技術の向上」については、「カウ

ンターパートが独力で、他の地すべりサイトにおける計測、危険度評価を実施できる技

術力を得ていること」の確認をもって、プロジェクト目標の達成/未達成を判断する。 

本プロジェクトでは、SMS、HYDROENGEO 本部および地方ステーションの経験豊富なカウ

ンターパートがプロジェクトに携わることから、技術移転は有効かつ着実に行われるこ

とが予想されており4、プロジェクト目標の達成は十分に可能と考えられる。 

ただし、本プロジェクトの終了時評価時点（プロジェクト終了の 6 ヶ月前）までに、

カウンターパート独自で他サイトにおける計測、危険度評価を実施することは時間、保

有資機材等の面において困難であることから、独力でモニタリングに着手している事実

を確認することはプロジェクト終了に近い時期もしくは終了後になることが予想される。 

一方、成果 1から成果 3については、日本人専門家による現地での技術移転に加えて、

本邦研修を利用した「ボーリング技術」、「地すべり計測・危険度評価」技術の研修機

会も計画されている。このことからも指標が設定する、各々の成果における「2名以上の

技術者育成」は十分に可能と考えられる。 

                                                  
4 パイロットサイトを予定しているバスタンリーク地域観測所における主任技術者3名は、16年（兼所長）、

31 年、37 年の業務経験を有している。また同様にアングレン地域観測所主任技術者 4名も平均 30 年の業

務経験を有する。 
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（３）外部条件充足の可能性 

プロジェクト目標およびその成果を達成するためには、以下にあげる外部条件が充足

される必要がある。夫々の外部条件における充足の可能性は下表のとおりである。 

 

表 4-2-2 外部条件一覧 

対象となる目標・成果 外部条件内容 外部条件充足の可能性 

プロジェクト目標 1. SMS および HYDROENGEO が現状の職

員規模を維持しうる数の新規職員

を受け入れ続ける。 

2. SMS および HYDROENGEO がパイロッ

トサイト以外の他地域において同

様の活動を普及できるに十分な予

算を政府から受け続ける。  

1. 現在 SMS および HYDROENGEO では現

役学生に対して奨学金を供与しな

がら、将来の同組織への就職を約束

させる事前の採用活動を実施して

いる。このような新卒採用活動を行

っていることからも、現状の職員数

規模を維持することは可能と考え

られる(自立発展性の項参照)。 

2. 予算の確保については、現時点での

判断は困難である。特に新たに修得

したモニタリング技術を他地域で

活用していくうえで必要な資機材

購入費が外貨による購入物である

場合は、予算獲得に一定の困難が生

じることが予想される（自立発展性

の項参照）。 

 

 

成果 1. 新たな技術を得たカウンターパー

トがSMSおよびHYDROENGEOを辞職

しない 

 

1. 両組織の職員定着率は高く、辞職者

が多く出る可能性はきわめて低い。

 

活動 1. SMS および HYDROENGEO が計測活動

に必要な施設、資機材を適正に維

持管理するに足る十分な予算を確

保する。 

2. 関係諸機関からの支援、助言を得

ることが出来る。 

1. SMS および HYDROENGEO では、予算計

画を 3カ年計画として作成、上部機

関に申請している。本プロジェクト

を加味した計画は、2007 年 7－9 月

に申請する予定であることから、プ

ロジェクト実施期間中に必要な最

低限の維持管理予算は確保される

可能性が高いと判断される。ただ

し、SMS の車輌については車輌自体

の老朽化が既に著しいため、使用形

態･頻度によっては相当な修理が必

要となる。その場合は、現行予算で

賄いきれない可能性も指摘される。

2. 非常事態省をはじめ、農業水資源

省、水文気象センターなど、関係省

庁とは日常的に情報交換、協力活動

を行っていることから、本外部条件

は充足される可能性が高い。 
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４－３ 効率性 

（１）人的投入 

本プロジェクトにおける日本側の人的投入は、3年間のプロジェクト期間中に①ボーリ

ング技術（主に成果 1 対応）、②地すべり計測技術（成果 1 及び 2 対応）、③地すべり

危険度評価（成果 3 対応）の短期専門家派遣が想定されている。日本人専門家の現地派

遣期間は比較的短期間であるが、カウンターパートの本邦研修を計 8人月（2分野×2名

×2カ月）と充実させることで、技術移転については過不足無い状況を設定している。ま

た日本人専門家の派遣時期についても、現地の融雪時期を考慮した派遣計画を考慮して

おり、この点からも効率性を損なうことが無い派遣スケジュールが計画されているもの

と判断される。 

一方、本プロジェクトで習得された技術は、SMS および HYDROENGEO 内の他の技術者に

対して普及されてゆくことが求められるため、カウンターパートとしては技術普及の中

心的役割を担える人物であることが望ましい。この点において、ウズベキスタン側は両

組織における技術面での中心的人物をカウンターパートとして投入しており、人選の点

からも適切な投入になっているものと判断される。 

 

（２）物質的投入 

本プロジェクトでは技術移転に必要な資機材に投入を限定しており、成果の発現に向

けて適正な投入内容/量となっている。  

特に投入すべき資機材の選定については、計測データの精度向上を目標としている本

プロジェクトの主旨と齟齬が生じないように、日本の経験を踏まえたうえで投入資機材

を計画しており、適正な投入内容となっている。 

 

４－４ インパクト 

（１）プラス・インパクト 

（上位目標達成の可能性） 

【上位目標】地すべり及びその影響に関する予警報が、適時・適切に発信され、人的・経

済的被害が軽減される  

【指標】長期的視点において、地すべりによる人的・経済的損害が軽減される 

 

指標の観点からは、本上位目標は達成される可能性が高いと考えられる。 

第一に、現時点において既にウズベキスタン国では SMS および非常事態省、その他関

係省庁による予警報発信、避難の体制は確立されており、1999 年の雪崩被害を最後に人

的被害は起きていない。そのため人的損害については、現行の予警報体制を継続しつつ、

本プロジェクトによるモニタリング精度の向上をもって、更に万全な体制を形成するこ

とが可能と考えられる。 

第二に、経済的損害（道路、鉄道、その他諸施設のインフラ被害）については、その

建設以前に的確な地すべり危険情報の提供を行うことで、インフラへの被害を事前に回

避することが可能となる。既存施設への効用は限定されるが、上位目標が達成されるべ
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き中長期的視点で考えた場合、これから建設されるインフラに対する経済的損害は軽減

される可能性が高く、本上位目標は達成される可能性が高いと判断できる。 

 

（波及効果） 

本プロジェクトでは下記の波及効果が期待できる。 

• 社会経済面 

現在 SMS が地すべり計測を常時行っている場所は全国に 700-800 カ所在り、そのう

ちの約 250 カ所が居住地域に隣接しているとされている。このことから、本プロジェ

クトによる技術力の向上は約 250 カ所の居住地域における住民の生活を保護すること

に貢献するものであり、社会的インパクトは非常に大きいと判断される。 

また上位目標にあるように経済的損害の軽減においても、中長期的視点において効

用があることが期待される。 

 

• 技術面 

本プロジェクトでは中央アジア域内の国際シンポジウム開催を想定しており、ウズ

ベキスタン国のみならず域内周辺国に対しても、地すべり計測・危険度評価技術の普

及促進が期待できる。なお、旧ソ連邦時代から地すべり対策において、域内の中心的

な役割を果たしてきたウズベキスタン国は、近年にも地すべりを中心とした自然災害

に関するシンポジウムを主催している(下表参照)。 

 

表 4-4-1 ウズベキスタン国において開催された自然災害にかかるシンポジウム 

 主たる資金支援機関 主たる参加国(組織) 

1995 年 国連 22 カ国･組織 

～キルギス、タジキスタン、ロシア、ベルギー等 

2003 年 地質鉱物資源委員会 キルギス、タジキスタン、グルジア、ロシア、チェコ等 

 

（２）(危惧される)マイナス・インパクト 

現在、本プロジェクト実施によるマイナス・インパクトの発現は想定されていない。 

 

４－５ 自立発展性 

（１）政策面 

ウズベキスタン国では、過去 10 年の間に地すべりに関連する災害対策の各種法令、お

よび新組織の整備が着実に進められてきた。このことは同国が地すべり被害の軽減に向

けた取り組みを真摯に進めてきたことの証左であり、これら取り組みは今なお継続され

ている5。 

また毎年 2 月には地すべり・土砂災害にかかる対策が、同国で最も上位の政策と位置

づけられる大統領令として発令されることからも明らかなとおり、人命保護、経済イン

                                                  
5 主たる大統領令・法令としては、「非常事態省の設立」にかかる大統領令（1998 年）、「非常事態時におけ

る国家警告システム」にかかる大統領令（1997 年）、「自然災害および人為的活動による災害からの人命お

よび領土の保護法」（1999 年）、「国民保護法」（2000 年）など。また閣僚会議令、委員会令等で地すべりに

かかる対策が毎年継続的に発令されている。 
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フラ保護を目的とした一連の地すべり対策は、国家の重要政策課題と認識されている。

この重要性は現在と同様に将来に亘っても維持されることはほぼ間違いないと判断され

る。 

以上の点から、政策面における自立発展性は高いと判断される。 

 

（２）財政面 

下表は SMS の 2002 年から 2006 年までの支出内訳であり、各地域観測所および本部の

支出額を表示している。総支出額としては毎年増加しているが、同国のインフレ率が約

15％であることから、実質的にはほぼ同水準の支出規模となっている。 

 

表 4-5-1 SMS 支出内訳  （単位：1,000 スム） 

 2002 2003 2004 2005 2006 

本部* 15,240 19,495 21,785 24,016 28,560 

バスタンリーク 36,618 45,744 47,330 54,217 60,955 

アングレン 42,049 45,656 47,396 66,906 67,799 

サマルカンド 13,266 35,133 39,923 27,287 39,267 

スルハンダリ 42,463 45,665 54,685 56,487 75,133 

カルシュ 49,513 30,253 32,497 35,224 52,004 

シャフリサーブ 0 26,853 23,629 27,329 44,921 

フェルガナ 18,561 29,696 43,969 51,623 39,361 

地図作成費 0 0 0 15,909 0 

OA 化費用 他 0 4,000 8,787 0 0 

改修工事(小型) 7,000 7,000 0 13,953 0 

改修工事(大型) 3,400 3,000 0 6,992 0 

総計 228,110 292,495 320,001 379,943 408,000 

注：本部支出額については、各地域観測所活動支出合計額の 7％との説明であったため、 

本調査団が 7％として計算、表記している数値である。 

出所：SMS 資料に基づき、調査団により作成 

 支出の詳細な内訳について、SMS では国家の定める「標準配分率」に則って支出配分

を定めているため、概ね下表に準じた内訳で支出されているものと推定される6。 

 

表 4-5-2 SMS の支出内訳率 

支出項目 上限値割合 

給料 30％ 

資機材購入・メインテナンス、労働安全対策（作業着等購入含む） 18％ 

社会保障費 10％ 

税金（固定資産税、環境税、所得税等） 15％ 

光熱費 8％ 

出張旅費 3.5％ 

研修 2.5％ 

その他（建物賃貸など） 13％ 

                                                  
6 今般の調査では先方機関の情報開示にかかる許認可等の問題があったため、同表よりも詳細な情報は入

手が不可能であった。なお、標準配分率は予算配分の上限値を定めているものであり、そのとおりの配分

率にすることを強制するものではないが、SMS では実際にほぼ標準配分率のとおりとなっているとのこと

である。 
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以上の点からは、資機材購入・メインテナンスに 18％程度、研修に 2.5％等の支出を

充てており、項目間の支出配分としては概ね良好なバランスを維持しているものと考え

られる。 

しかしながら、現在のウズベキスタン国では外貨の利用について厳しい制限がなされ

ているため、仮に自国通貨において予算が確保されていても、必要な資機材を必要量購

入できることにはならないなど、予算配分の構成とは異なる問題点も明らかとなってい

る（外貨による資機材購入については、別途異なる申請手続きが必要とされており、上

部組織である国家地質・鉱物資源委員会で厳しく審査される）。 

一方 HYDROENGEO については、収入（2005 年実績値）として国家予算から約 1億 5千万

スム、外部からの業務委託収入として約 2 億 1 千万スムが計上されている7。支出内訳は

上表の SMS と同様に標準分配率に則している。HYDROENGEO の場合、外部からの業務委託

による収入があるため財政状況は比較的良好と想像できるが、実際には国家組織への業

務委託に適用される「積算基準書」によって利益率は低く抑えられており、組織への余

剰資金はさほど大きくない8。 

総じて、SMS および HYDROENGEO ともに組織体としての存続にかかる財政面の問題は見

当たらないが、本プロジェクトの技術普及を効率的に実施してゆくことを視野に入れた

場合は、外貨による資機材購入の制限要因等が指摘されることから、財政面での自立発

展性は現状ではやや低いと判断される。 

 

（３）組織面 

【技術者能力】 

ウズベキスタン国は地すべりにかかる技術・研究において、ソ連邦時代は長く中央ア

ジア域内の中心国であったことから、多くの技術者は基礎的技術･能力を十分に有してい

る。また現場経験も豊富であることから、本プロジェクトによって導入される新たな資

機材の利用、技術の習得において大きな問題は生じないと考えられる。 

 

【組織内の人員構成】 

SMS ならびに HYDROENGEO における技術者の多くは 50 歳以上であり、20－40 歳代の技

術者が非常に少ない。これは 1991 年の独立以降、多くの技術者が定年後も嘱託等の形態

で組織に残っているため、新卒採用が限定的になっている結果である。 

組織の自立発展性を確保するためにはバランスある人員構成が求められるが、この点

については、現在 SMS において将来同組織への就職を約束する現役学生に対して奨学金

を支給するなどの採用活動を行っている9。僅かずつではあるが、このような採用の取り

組みも行っていることから、徐々に組織の人員構成バランスも改善されてゆくものと予

                                                  
7 外部からの業務委託収入の内訳は、Uzbekhydrogeology の下部機関から 2,400 万スム、科学技術センター

からの無償資金提供が 3,500 万スム、他国営･民間企業から 1億 5,160 万スムである。 
8 SMS と同様に情報開示は困難であった。国家からの配分予算の約 2倍にあたる業務委託収入がどのように

支出されているか等、不透明な面も指摘される。 
9 現在 SMS が 5 名、HYDROENGEO が 3 名に対して奨学金を支給している。 
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想される10。 

 

【組織改編の可能性】 

現在、ウズベキスタン国内の地質鉱物に関連する組織の改編作業が計画されている。

ただし SMS、HYDROENGEO に関しては名称が変更される可能性こそあるものの、組織が分

割、統合されるなどの大きな変化は予定されていない。そのため当面は組織面での自立

発展性を阻害する要因としては考慮されないものと判断できる。 

以上のことから、組織面においては概ね高い自立発展性が見込まれる。 

 

（４）技術面 

【技術普及体制】 

SMS および HYDROENGEO では、両組織の技術者ならびに Uzbekhydrogeology 下の他組織

の技術者を対象として、「技能講習会」を毎年開催している。技術者は概ね 3～4年に一

度講習会を受講することとなっているため、本プロジェクトの技術普及についても本講

習会を利用した技術普及が可能と考えられる11。 

ただし昨年(2006 年)から、講習会実施にかかる国家地質・鉱物資源委員会からの補助

金が無くなったため、講習会の実施については期間/内容の見直しなど効率的な実施形態

を考慮する必要に迫られている。 

 

【資機材】 

本プロジェクトで習得される技術の多くは、今般新たに投入される資機材の利用をも

って初めて活用可能となるものである。そのため、本プロジェクト終了後に他地域への

技術普及を行うためには、資機材が一定の数量確保されること、および消耗品が確保さ

れることが求められる。 

今般投入予定の資機材にかかる消耗品のうち、ウズベキスタン国内において入手可能

と考えられるものはケーシングのみである。その他の消耗品・スペアパーツは国内入手

が困難な状況であるため、日本等のメーカーから購入する必要がある。同国の場合、自

国通貨の購入と比して、外貨による購入は困難であることが多く、この点において資機

材の新たな追加購入および消耗品の購入については、一定程度の困難が生じることが懸

念される。 

 

【ラボラトリー】 

HYDROENGEO のラボラトリーについては、多くの実験用資機材が旧ソ連邦時代のもので

あるが、概ね良く管理されており、利用に支障をきたす可能性は少ないと考えられる。

また三軸圧縮試験機など、強度試験やデータ解析を行ううえでの必要な資機材は概ね整

備されており、自立発展性を阻害する要因にはならないと判断される。 

以上のことから、本プロジェクトの技術面における自立発展性は概ね高いが、資機材

                                                  
10 なおウズベキスタン国内では総合工科大学、ポリテクニク等において地質工学科が設置されている。同

学科の卒業生は全国で年間約 50 人程度と推定されており、省庁、研究機関、建設会社等への就職が多い。 
11 講習会は年間 3回(約 1ヶ月間)実施。 



 

56 

確保の観点において若干の懸念が指摘される。 

 

（５）社会・環境面 

本プロジェクトによる効果、すなわち地すべりによる人的・経済的損害の軽減は、ウ

ズベキスタン国の社会ニーズおよび環境保護ニーズを反映したものであり、本プロジェ

クトに対する社会的な受容性は高いと考えられる。 
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第５章 実施上の留意点 

 

５－１  現地の資機材調達事情 

ウズベキスタンの中央銀行（Central Bank of the Republic of Uzbekistan）により決

定されている為替レートは、2007 年 3 月 20 日現在１米ドルが 1248.12 スム（ウズベキスタ

ン現地通貨）である。 

車両や電気・電子機器などはほとんど輸入に頼っているのが現状であり、新品の製品を

購入する場合には輸入時の価格に関税を上乗せした代金を支払うことになる。自動車を例

にとれば、ヴォルガ、モスクヴィッチなどのロシア製やオペル、BMW、メルセデスなどのヨ

ーロッパ製、さらには韓国のヒュンダイなどの製品が多く輸入されている。関税は 2 年前

に法律が改正されており、排気量や積載容量などによって税率が異なるという（税率の詳

細は不明）。ちなみに或る商社が自家用車として購入した車両については税込みで、日産パ

トロールが 71,500 米ドル、BMW が 50,000 米ドル、オペルが 34,000 米ドルであったという。 

また、パーソナル・コンピュータについては、中国製の部品をウズベキスタン国内で組

み立てたノーブランドの製品は廉価に出回っているが、ブランド品の価格はデスクトップ

タイプで 1,000～1,500 米ドルの範囲である。 

プロジェクトとして使用することを前提に輸入する場合には免税も可能であるが、予め

申請が必要であるという。また、プロジェクトが終了した際にカウンターパートに引き渡

す場合は、その時点で課税の対象となる可能性があるため注意を要する。 

ウズベキスタンは海に面していない内陸国であり、重量物の輸送に際しては第三国を経

由せざるをえない。輸送距離や政情の安定度などを考慮すれば中国経由で鉄道輸送するこ

とが現実的であろう。海外の鉄道輸送は 20 フィート(6m)コンテナ 2個積みが原則となって

いるため、供与機材を一括して積載すれば、輸送費は経済的となろう。 
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付属資料２ 事前調査団の概要 

 

調査団員名簿 

 

No. Name Job title Occupation Period 

Arr.–Dep.

1 西宮宜昭 

NISHIMIYA Noriaki Mr. 

総括 

Leader 

国際協力機構 

ウズベキスタン事務所長 

Resident Representative,  

JICA Uzbekistan Office 

28 Feb. 

- 8 Mar. 

2 大井 英臣 

OI Hidetomi Mr. 

防災政策 

Disaster Management 

Policy 

国際協力機構 

地球環境部 課題ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 

Senior Technical Advisor to the 

Director General 

Global Environmental Department, JICA

 

27 Feb. 

- 10 Mar.

3 福岡 浩 

FUKUOKA Hiroshi Dr. 

地すべり対策・地質 

Landslide Management 

and Geology 

京都大学防災研究所 斜面災害研究セン

ター 

助教授 

Associate Professor 

Research Centre on Landslides, Disaster 

Prevention Research Institute, Kyoto 

University 

27 Feb. 

- 10 Mar 

4 佐藤 一朗 

SATO Ichiro Mr. 

協力企画 

Cooperation Planning

国際協力機構 

地球環境部第三グループ (水資源･防災)

防災チーム 

Senior Program Officer 

Disaster Management Team, Group III,

Global Environmental Department, JICA

 

27 Feb. 

- 10 Mar 

5 十津川 淳 

TOTSUKAWA JUN Mr. 

 

評価分析 

Evaluation Analysis 

佐野総合企画 株式会社 

Sano Planning Co. Ltd. 

 

27 Feb. 

- 24 Mar 

6 林 正彦 

HAYASHI Masahiko Mr. 

 

地すべり機材計画 

Monitoring Equipment 

Planning 

株式会社 地球システム科学 

Earth System Science Co., Ltd. 

27 Feb. 

- 24 Mar 

7 上田 具之 

UEDA Tomoyuki Mｒ. 

地すべりモニタリング

体制 

Landslide Monitoring 

System  

テクノフォレスト株式会社 

Techno Forest Co., Ltd. 

27 Feb. 

- 24 Mar 

8 村井 義幸 

MURAI Yoshiyuki Mr. 

通訳 

Interpreter 

財団法人 日本国際協力センター 

Japan International Center  

27 Feb. 

- 24 Mar 
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調査日程 

 

日 付 西宮（現地参団）、大井、福岡、佐藤 十津川、林、上田、村井 

2 月 27 日（火） 移動 日本→ウズベキスタン 

2 月 28 日（水） JICA 事務所打合せ、日本大使館表敬 

Uzbekhydrogeology、国家モニタリング・サービス（SMS）、HYDROENGEO との会議 

3 月 1日（木） SMS、HYDROENGEO との会議 

現地踏査（パルケット地域） 

3 月 2日（金） 現地踏査（バンタンリーク地域） 

3 月 3日（土） 現地踏査（アングレン地域） 

3 月 4日（日） 団内打合せ 

3 月 5日（月） プロジェクト基本計画に関する SMS、HYDROENGEO との協議 

3 月 6日（火） ミニッツ案作成 

3 月 7日（水） 非常事態省との会議 

ミニッツ案に関する SMS、HYDROENGEO との協議 

3 月 8日（木） ミニッツ案修正、団内打合せ 

ミニッツ署名、国家地質鉱物資源委員会報告、日本大使館報告、 

JICA 事務所報告 

3 月 9日（金） 

移動 ウズベキスタン→ 資料整理 

3 月 10 日（土）                →日本 資料整理 

3 月 11 日（日）  団内打合せ 

3 月 12 日（月）  SMS との会議、JICA 事務所打合せ 

3 月 13 日（火）  現地踏査（バスタンリーク地域） 

3 月 14 日（水）  SMS との会議、ボーリング機械等調査 

3 月 15 日（木）  SMS との会議 

3 月 16 日（金）  現地踏査（アングレン地域） 

3 月 17 日（土）  現地踏査（サマルカンド地域） 

3 月 18 日（日）  資料整理 

3 月 19 日（月）  農業水資源省、水文気象センターとの会議 

3 月 20 日（火）  SMS との会議 

3 月 21 日（水）  (祭日)資料整理 

3 月 22 日（木）  測量センター、ライカ（測量・観測機器メー

カー）事務所への聞取り調査 

3 月 23 日（金）  SMS との会議 

現地商社、運送会社への聞取り調査 

JICA 事務所報告 

移動 ウズベキスタン→ 

3 月 24 日（土）                →日本 

 



付属資料３ 

付属資料３ 主要面談者リスト 

 
State Committee of Geology and Mineral Resources （国家地質・鉱物資源委員会） 

MAVLONOV N. G.          Chairman  

ABDULLAEV Sh.           Head of Section 

 

Uzbekhydrogeology（国家水文地質公社） 

KUCHUKHIDZE T.V.      General Director  

VOLKOV V.P.        Main Hydro-geologist  

KRASNIKOV Vladimir V.   Chief Engineer 

ASHUROV Komilzhon Y.    Boring Master of Tashkent Expedition 

 

State Monitoring Service for Hazardous Geological Processes（国家土砂災害モニタリング・

サービス） 

BAZAROV Sh.B.      Head  

MAMADALIEV Ruslan     Deputy Head  

AKHUNZHANOV A.M.     Chief Geologist  

TURABBAEV Akmal       Head of Bostanlyk Monitoring Station 

KAMALETDINOV Rishat   Senior Hydro-Geologist of Bostanlyk Monitoring Station 

FASIDINOV Kutbidin    Senior Hydro-Geologist of Bostanlyk Monitoring Station 

BIMURZAEV Amur        Head of TOPO site of Bostanlyk Monitoring Station 

ISLAMBAEV Narimon     Site Technician of Bostanlyk Monitoring Station 

KAMALDINOV Tulovoi    Observer of Bostanlyk Monitoring Station 

URALOV Ibragim        Head of Angren Monitoring Station 

UBAIDULLAV Abdulakhor Head of Geophysical Party 

BOBONAZANOV B. A.     Head of Samarkand Monitoring Station 

 

HYDROENGEO（水文・地質工学研究所） 

MAVLONOV A.A.      Director  

NIYAZOV R.A.      Chief Adviser on Landslides  

MINCHENKO V.D.     Head of Laboratory  

ABDULLAEV Shavkat     Chief of Hydro-Physical Laboratory  

 

Institute of Geology and Geophysics（地質・地球物理学研究所） 

NURTAEV B.S.           Science Deputy Director 

 

Ministry of Emergency Situations （非常事態省） 

Sharipov B.          Director, Department of Protection of Population and Districts,  

Gulomov F.           Deputy Director, Department of Protection of Population and Districts 

Komilov A.           Director of Department of International Relations 
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Holdarov A.            Chief of Service, Department of Monitoring and Emergency Situations 

 

Ministry of Agriculture and Water Resources（農業水資源省） 

IBRAGIMOV Rustam      Head of Emergency Department 

YUSUPOV Nail          Deputy Head of Emergency Department  

SALIKOV Zakhid        Deputy Head of Foreign Investment Department  

GAINEN Murat          Deputy Head of Forest Department  

TASHEV Roshid         Deputy Head of Water Resources Department  

 

Uzbekhydrometeocenter (水文気象センター) 

PAK Elleonora         Head of Soil Laboratory  

ZHURAVLEVA Elena      Staff of Chemical Laboratory  

ZHUKOVA Oliga         Staff of Information Analysis Section  

 

National Center of Geodesy and Cartography（国立測地・地図センター） 

SAMBORSKY Alexander   Director  

TUYENIEVA Dilbar      Head of Cadastre Laboratory  

MAGDIEV Hasan         Chief Engineer  

 

日本大使館  

特命全権大使     楠本 祐一  

一等書記官      笹本 能史 

  

JICA ウズベキスタン事務所 

所員         園山 由香 

所員          Bakhodir Kuziev  
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付属資料４ プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM） 

 プロジェクト名: 地すべりモニタリング技術向上プロジェクト 

 プロジェクト期間: 3 年間 
 ターゲット・グループ: SMS および HYDROENGEO 職員(技術者) 

プロジェクト要約 指標 入手手段 外部条件 

(上位目標) 

地すべり及びその影響に関する予警報が、適時・適切に発信

され、人的・経済的被害が軽減される 

 

 

• 長期的視点において、地すべりによる人的・経済的損害が軽減

される 

 

• SMS 記録  

 

(プロジェクト目標) 

ウズベキスタン国における地すべり計測および危険度評価

技術が向上する 

 

 

• カウンターパートが本プロジェクトのパイロットサイト以外

の場所で、習得した技術を用いて、地すべり計測および危険度

評価を実施することが可能となる 

 

• 終了時評価もしくは事後評価時まで

に実施される地すべり計測および危

険度評価の結果 

• 終了時評価までに実施される日本人

専門家によるカウンターパートの技

術査定結果 

 

 

• SMS および HYDROENGEO が

現状の職員数規模を維持

しうるだけの新規職員を

受け入れ続ける  

• SMS および HYDROENGEO が

パイロットサイト以外の

他地域において同様の活

動を普及できるに十分な

予算を政府から受け続け

る 

(成果) 

1. 地すべりの地中調査・計測技術が向上する 

2. 地すべりの地表計測の技術が向上する 

3. 地すべりの危険度評価技術が向上する  

• SMS もしくは HYDROENGEO において、下記を満たす人材が少なく

とも二人育成されている 

1-1. ボーリング機械を適切に利用、維持管理できる 

1-2. コアサンプルを用いて、地すべり面を特定できる 

1-3. 孔内傾斜計のためのガイドパイプを設置し、地中の動きを

計測できる 

 

• SMS もしくは HYDROENGEO において、下記を満たす人材が少なく

とも二人育成されている 

2-1. 地表の動きを計測する機材を設置し、維持管理を行うこと

ができる 

2-2. 設置された資機材を利用して、地表計測を行うことができ

る 

 

• SMS もしくは HYDROENGEO において、下記を満たす人材が少なく

とも二人育成されている 

3-1. 地すべりの移動土塊を調査することができる 

3-2. 地すべり発生のタイミングを予想することができる 

3-3. 土砂の拡散範囲を予想することができる 

 

• プロジェクト記録 

• SMS 記録および HYDROENGEO 記録 

• 終了時評価までに実施される日本人

専門家によるカウンターパートの技

術査定結果 

 

 

 

• 新たな技術を得たカウン

ターパートが SMS および 

HYDROENGEO を辞職しない 
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• SMS および HYDROENGEO が

計測活動に必要な施設、

資機材を適正に維持管理

できるに十分な予算を確

保する  

 

• 関係諸機関からの支援、

助言を得ることが出来る   

 

(活動) 

1-1. 地すべり調査のためのボーリング技術に関する講習を

行う 

1-2. 調査地を選定し、ボーリング調査を実施する 

1-3. ボーリング孔に各種計測機器を設置し、計測を行う 

 

2-1. 地すべり調査のための地表計測技術の講習を行う 

2-2. 調査地を選定し、計測項目及び設置箇所を決定する 

2-3. 各種計測機器を設置し、計測を行う 

 

3-1. 地すべり予知・予測に関する講習を行う 

3-2. 各種調査・計測で得られたデータを解析する 

3-3. 調査地の地すべりの危険度を評価する 

(投入) 

日本側投入： 

1. 短期専門家 

2. 資機材 

3. カウンターパート研修（日本もしくは第三国） 

4. 費用の一部負担 

 

ウズベキスタン側投入: 

1. カウンターパート 

2. 管理事務担当者 

3. プロジェクト実施に要する施設（専門家執務室、その他執務に要する什器類） 

4. ローカルコスト負担 

 SMS および HYDROENGEO 職員のための現地活動、講習参加費 

 ウズベキスタン側職員給与・日当 

 光熱費 

 通関費用、その他国内保管・運搬費用、資機材設置費用 

 施設・資機材維持管理費用 

5. その他プロジェクト実施に要するローカルコスト負担 

6. プロジェクト実施に必要なデータ・情報 

 

(前提条件) 

• ウズベキ政府によって本

プロジェクトが承認され

る 
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付属資料５ 実施計画（Plan of Operation: PO） 

暫定実施計画 
 

第1年度 第2年度 第3年度
9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

事前準備作業

モニタリング計画および資機材調達計画策定

1-1
地すべり調査のためのボーリング技術に関する
講習をおこなう

1-2
調査地を選定し、ボーリング調査を実施する

1-3
ボーリング孔に各種計測機器を設置し、計測を
おこなう

2-1
地すべり調査のための地表計測技術の講習をお
こなう

2-2
調査地を選定し、計測項目及び設置箇所を決定
する

2-3
各種計測機器を設置し、計測をおこなう

3-1
地すべり予知・予測に関する講習をおこなう

3-2
各種調査・計測で得られたデータを解析する

3-3
調査地の地すべりの危険度を評価する

｢プロジェクト活動」項目対応期間

日本人専門家派遣期間

活動

短期専門家による技術移転

本邦研修

セミナー

モニタリング

本邦研修

本邦研修

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

実施協議報告書 



1 

2007 年 2 月から 3 月にかけて実施した事前調査により、ウズベキスタン国の協力対象分

野に係る基礎情報を収集し、ウズベキスタン政府の協力要請内容を確認するとともに、プ

ロジェクトの事前評価を行い実施の妥当性が高いことを確認した。また、プロジェクトの

基本計画について先方政府と協議・合意形成し、合意内容を事前調査ミニッツ（M/M）にと

りまとめた。 

事前調査の結果を受け、JICA 内部の案件審査、及び JICA ウズベキスタン事務所を通じた

追加情報収集、先方政府との追加的な協議を経て、2007 年 6 月 29 日にプロジェクト実施に

あたって双方の取るべき措置を定めた討議議事録（R/D）、及び討議議事録の内容を補足す

るミニッツ（M/M）（以下、「実施協議ミニッツ」と呼ぶ）を取りまとめ、署名を行った。 

事前調査の後、ウズベキスタン政府関係機関の組織改変があり、また追加収集した情報

を基に協力内容を再検討し先方政府と協議を重ねた結果、事前調査で合意したプロジェク

トの基本計画を多少変更することとした。以下、変更の内容と背景について記述する。 

 

１．プロジェクトの実施体制 

事前調査の実施直後、プロジェクト実施機関の SMS（国家土砂災害モニタリング・サービ

ス）及び支援機関の HYDROENGEO（水文・地質工学研究所。”HYDROINGEO”と綴る場合もあ

る。）の上位機関である Uzbekhydrogeology（国家水文地質公社)が廃止された。その結果、

SMS 及び HYDROENGEO は、国家地質・鉱物資源委員会の直属機関となった。 

事前調査で合意したプロジェクトの実施体制では、Uzbekhydrogeology 総裁をプロジェク

ト・ダイレクターとしていたが、上記組織改変に伴い変更を迫られることとなった。ウズ

ベキスタン側は、HYDROENGEO 所長をプロジェクト・ダイレクターとすることを提案した。

日本側は、HYDROENGEO と SMS は組織的には並列・対等の関係にあり、HYDROENGEO 所長が SMS

の活動を監督することは組織制度上できないと思われることから、上位機関の国家地質・

鉱物資源委員会の幹部をプロジェクト・ダイレクターとする可能性を検討した。しかしな

がら、以下の理由から、最終的にウズベキスタン側の提案を受け入れ、HYDROENGEO 所長を

プロジェクト・ダイレクターとすることとした。 

（１）国家地質・鉱物資源委員会の幹部をプロジェクト・ダイレクターとした場合、プロ

ジェクトへの関与が薄く、名目だけの存在となる恐れがあった。 

（２）HYDROENGEO と SMS は、組織図上は同レベルの位置づけではあるものの、組織間の

力関係では HYDROENGEO が上位に立っていることを認識した。 

（３）HYDROENGEO と SMS は、従来から緊密な協力関係を構築しており、SMS は HYDROENGEO

の支援を常に受けていることから、実質的には HYDROENGEO 長官が SMS の活動を十

分に把握し、効力のある助言・指導をおこなうことが可能であると判断された。 

 

２．モニタリング実施サイト 

事前調査では、プロジェクトによる協力を通じてモニタリングを実施する地すべりサイ

トについて、4カ所程度選定することとし、そのうちの 2カ所については、テクスティルシ

ク地すべりとビエルフニェトゥルスキー地すべりを対象とすることで合意した。 

しかしながら、このうちのビエルフニェトゥルスキー地すべりについては、事前調査で

入手した地すべり地の GPS 定点測量データを分析した結果、地すべり土塊の変動速度が非
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常に大きく、また同サイトで地すべり土塊が崩落した場合には甚大な人的・経済的被害が

予想されることから、直ちに地すべり対策事業に着手すべき状態にある可能性がある。プ

ロジェクトでモニタリングを実施する場合、3年間の協力期間の１年目にモニタリング計画

の策定、必要な計測機材の選定、機材の調達をおこない、実際にモニタリングを開始でき

るのは 1 年目の終盤であり、かつ専門家が指導をおこないながらのモニタリング・データ

解析作業となるため、ひとつひとつの作業に時間を要する。従って、緊急に対策を講じる

べき非常事態にある地すべりサイトは、技術移転を目的としたプロジェクトのモニタリン

グ対象サイトとして適当ではなく、ウズベキスタン国が既に保有する技術を最大限に利用

して対策に必要な調査をおこなうべきである。 

ついては、上記のような観点から、プロジェクト開始時にウズベキスタン側、日本側合

同でビエルフニェトゥルスキー地すべりを含む各モニタリング候補サイトを再度踏査し、

プロジェクトのモニタリング対象サイトとしての的確性を検討したうえで、モニタリング

対象地を決定することとした。この点は、R/D と実施協議ミニッツに明記している。 

また、この点をさらに明確化するため、討議議事録（R/D）に添付のマスタープラン（基

本計画）及び実施協議ミニッツに添付のプロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）に、

成果 0 として「プロジェクト（モニタリング）実施の準備が整う」を追加し、これに対応

する活動として活動 0-1「パイロット・モニタリング候補サイトの調査を行いモニタリング

サイトを決定する」、及び活動 0-2「各モニタリング・サイトのモニタリング計画及び機材

調達計画を作成する」を追加した。 

 

３．日本人専門家の指導担当分野 

事前調査ミニッツには、日本から派遣する専門家の担当分野として①「地すべりモニタ

リング技術」、②「地すべり危険度評価」、③「ボーリング技術」の３分野を記載した。そ

の後、技術面のみならずプロジェクトの運営管理体制の面から専門家派遣計画を再検討し

た結果、プロジェクトの運営管理上の観点から、協力活動全体の運営管理をおこない、ウ

ズベキスタン側のプロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネージャーに対して運

営管理上の助言・提言をおこなうため、チーフ・アドバイザーを配置することが望ましい

との結論に至ったため、「地すべりモニタリング技術」分野担当の専門家にチーフ・アドバ

イザーを兼任させることとした。これによって、地すべりモニタリング分野の技術指導が

手薄になることを防ぐため、地すべりモニタリング機器の選定、取扱い、設置、維持管理

に係る技術指導を担当する「地すべり計測」分野の専門家を追加することとした。この点

について、先方政府の理解を得て、討議議事録（R/D）に日本人専門家の指導担当分野とし

て、①「チーフ･アドバイザー／地すべりモニタリング」、②「地すべり計測」、③「地すべ

り危険度評価」、④「ボーリング技術」の４分野を記載した。 

 

４．供与機材 

事前調査ミニッツに記載した（日本側からの）供与予定機材リストと、討議議事録（R/D）

及び実施協議ミニッツに記載した供与予定機材リストは、ほぼ同じ内容である。ただし、

事前調査時に先方が強く要望した機材のうち、調査用の車両については、日本人専門家チ

ームの活動に支障を来たさないよう、車両 1台を供与する方針とし、R/D 及び実施協議ミニ
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ッツの供与機材リストに追加した。 

事前調査時に先方が強く要望したものの、供与予定機材リストには含めなかったその他

の機材については、プロジェクトの開始後に各サイトのモニタリング計画を策定する際、

日本人専門家とカウンターパートの間で協議し、日本における地すべり調査・モニタリン

グに一般的に使用される機材であってウズベキスタンにおいても導入が効果的と認められ

るものがあれば（候補となる機材としては、間隙水圧計、電気探査機材等）、予算措置が可

能な範囲内で供与対象品目に追加する方針とする。 

 

５．ボーリング技術分野のカウンターパート配置 

事前調査ミニッツに記載のウズベキスタン側カウンターパートのリストには、ボーリン

グ技術担当者が含まれていなかった。これには、現在、SMS 及び HYDROENGEO のいずれの機

関においてもボーリング調査を行っていないことから技術者がおらず、他方、ボーリング

技術は専任の技術者を配置して長期間にわたり経験を積ませ技能を修得させる必要がある

ため、事前調査の段階で、既にいる SMS または HYDROENGEO のスタッフの中からボーリング

の専任技術者を直ちに指名することができなかったという事情があった。 

その後、ウズベキスタン側は、SMS 及び HYDROENGEO と同様に国家地質・鉱物資源委員会

に属するタシケントのエクスペディション（地下水開発を実施）のボーリング技術者２名

を、ボーリング技術担当のカウンターパートとして配置する措置を取った。この２名は R/D

に添付のカウンターパートリストに加えられている。 

本件に係るウズベキスタン側の努力は高く評価できるが、エクスペディションのカウン

ターパートが、プロジェクト終了後も SMS 及び HYDROENGEO の要請に応じて地すべりボーリ

ングを実施する組織体制をプロジェクトの協力期間中に確立する必要がある。 
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